
島田市行政改革大綱に基づく実施計画【個別項目別個票】　
《推進施策３ 自主性・自立性の高い財政運営の確保》

〔推進項目（1）経費の節減合理化等財政の健全化〕

庁舎等経常経費(物
件費)の縮減

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

 限りある財源の中で、新たな行政需要に的確に対応し、市民の信頼に応えるため、経費全般について徹底的な見直しを行い、歳出の抑制と徴収金の収納率の向上を図るとともに、受益者負担の原則に基づき、適正かつ公平な観点での歳入の確保に努めることにより、一層の財政の健全化に取り組
む。

効果額は算出しない。
温室効果ガスの削減取組に伴う燃
料費等の削減に加え、市民に対す
る温室効果ガス削減の啓発効果が
見込まれる。

－

島田市地球温暖化
防止実行計画の推
進を通して、経常
経費の縮減に努め
る。
【H19実績値】
次の使用量を平成
16年度との比較
（かっこ内はＨ22
年度までの目標）
電力使用量▲1.5％
（▲ 7.6％）
Ａ重油    ▲8.5％
（▲19.1％）
灯油　　　▲8.8％
（▲ 5.2％）
ＬＰガス　▲8.4％
（▲ 9.6％）
ガソリン　　5.4％
（▲ 9.4％）
軽油　　　　7.2％
（▲ 6.5％）
水道水　　▲6.0％
（▲ 4.0％） 22年度取組実績（→） 23年度取組実績（→） 24年度取組実績（→） 25年度取組実績（→） 26年度取組実績（→）

全庁
環境課

【環境課】
島田市地球温暖化防止実行計画及びエ
コアクション21の推進を通して、経常
経費の縮減に努める。
【H21実績値】
主として次の項目について、基準年度
であるH16年度実績と比較しての、増
減率または実施率
（括弧内はH22年度の目標）
電力使用量  ▲ 0.9%(▲ 7.6%)
Ａ重油      ▲13.2%(▲19.1%)
灯油　　　  ▲ 7.9%(▲ 5.2%)
ＬＰガス　  ▲ 4.5%(▲ 9.6%)
ガソリン　  ▲ 7.0%(▲ 9.4%)
軽油           3.2%(▲ 6.5%)
水道水      ▲ 7.2%(▲ 4.0%)
用紙使用量　  61.5%(▲15.0%)
建設廃材の再資源化率 71.6%(95.0%)
【市民課】
両斎場もエコアクション21取組施設に
取り入れたので、委託業者従業員にも
経費縮減するよう指導をした。

島田市地球温暖化防止実行計画及びエ
コアクション21の推進を通して、経常
経費の縮減に努める。
【H20実績値】
次の使用量を平成16年度との比較
（括弧内はH22年度までの目標）
電力使用量▲ 0.1％(▲ 7.6％)
Ａ重油    ▲14.1％(▲19.1％)
灯油　　　▲ 9.8％(▲ 5.2％)
ＬＰガス　▲ 8.2％(▲ 9.6％)
ガソリン　　 7.1％(▲ 9.4％)
軽油        13.6％(▲ 6.5％)
水道水    ▲ 6.5％(▲ 4.0％)

NO.60に統合 NO.60に統合 NO.60に統合 NO.60に統合

NO.60に統合 NO.60に統合 NO.60に統合 NO.60に統合

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

①
経
常
経
費
の
縮
減
の
推
進

59
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〔推進項目（1）経費の節減合理化等財政の健全化〕

庁舎等経常経費(物
件費)の縮減計画の
策定、実施

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

【環境課】
島田市地球温暖化対策実行計画及びエ
コアクション21の推進を通して、経常
経費の縮減に努めた。
【H23実績値】
下記の項目についての、基準年度であ
る平成21年度実績に対する増減率また
は実施率
（括弧内はH23年度の目標値）
電力使用量    0.9%(▲ 1.0%)
Ａ重油   　▲ 4.4%(▲ 1.0%)
灯油 　　  ▲ 4.1%(▲ 1.0%)
ＬＰガス   ▲18.8%(▲ 1.0%)
ガソリン      6.6%(▲ 1.0%)
軽油 　　  ▲ 4.4%(▲ 1.0%)
水道水　   ▲19.3%(▲ 1.0%)
用紙使用量 ▲13.0%(▲ 2.4%)
グリーン購入率　96.2（100%）
可燃ごみ排出量  3.2%（▲ 2.0%）
建設廃材の再資源化率 80%(95%)
【市民課】
引続き委託業者従業員に節電等による
CO2削減に努めるよう指導した。

【環境課】
島田市地球温暖化対策実施計画及びエ
コアクション２１の推進を通して、経
常経費の縮減に努めた。
【Ｈ24実績値】
下記の事項について、基準年度である
Ｈ21年度実績に対する増減率又は実施
率。
電力使用料　 　0.7%（▲1.0%）
Ａ重油　　 　▲7.1%（▲1.0%）
灯油　　　 　▲9.9%（▲1.0%）
ＬＰガス　　▲19.2%（▲1.0%）
ガソリン　 　　4.9%（▲1.0%）
軽油　　　　▲14.5%（▲1.0%）
水道水　　　▲21.2%（▲1.0%）
用紙使用料　 ▲1.7%（▲2.4%）
グリーン購入率 　98.8%（▲100%）
可燃ごみ排出量    8.3%（▲2.0%）
建設廃材の再資源化率66%（95%）
【市民課】
引続き委託業者従業員に節電等による
co2削減に努めるよう指導した。

【環境課】
島田市地球温暖化対策実施計画及びエ
コアクション２１の推進を通して、経
常経費の縮減に努めた。
【Ｈ25実績値】
下記の事項について、基準年度である
Ｈ21年度実績に対する増減率又は実施
率。
電力使用料　 　1.2%（▲1.0%）
Ａ重油　　 　▲5.2%（▲1.0%）
灯油　　　  ▲10.3%（▲1.0%）
ＬＰガス　 　▲7.9%（▲1.0%）
ガソリン　  　16.9%（▲1.0%）
軽油　　　　▲13.9%（▲1.0%）
水道水　　　▲16.9%（▲1.0%）
用紙使用料　   1.0%（▲2.4%）
グリーン購入率 　96.1%（▲100%）
可燃ごみ排出量  ▲5.4%（▲2.0%）
建設廃材の再資源化率27.1%（95%）
【市民課】
引続き委託業者従業員に節電等による
co2削減に努めるよう指導した。

効果額は算出しない。
温室効果ガスの削減取組に伴う燃
料費等の削減に加え、市民に対す
る温室効果ガス削減の啓発効果が
見込まれる。

－

次期島田市地球温
暖化防止実行計画
の策定、経常経費
の縮減に努める。

22年度取組実績（◎） 23年度取組実績（→） 24年度取組実績（→） 25年度取組実績（→） 26年度取組実績（→）

全庁
環境課

H23年3月に、島田市地球温暖化対策実
行計画を策定した。

26年度取組予定（→）
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次期島田市地球温暖化防止実行計画の
策定

【環境課】
島田市地球温暖化対策実行計画及びエ
コアクション21の推進を通して、経常
経費の縮減に努める。
【H27目標値】
主として次の項目について、基準年度
であるH21年度実績に対する、目標値
を達成する。
電力使用量　　　　　　▲ 5%
Ａ重油    　　　　　　▲ 5%
灯油　　　　　　　　　▲ 5%
ＬＰガス　　　　　　　▲ 5%
ガソリン　　　　　　　▲ 5%
軽油        　　　　　▲ 5%
水道水   　 　　　　　▲ 5%
用紙使用量　　　　　　▲12%
グリーン購入率　　　　 100%
可燃ごみ排出量　　　　▲10%
建設廃材の再資源化率    95%
【市民課】
両斎場もエコアクション取組施設に取
り入れたので､更に経費縮減するよう
委託業者従業員に指導する。

【環境課】
島田市地球温暖化対策実行計画及びエ
コアクション21の推進を通して、経常
経費の縮減に努める。
【H27目標値】
下記の項目について、基準年度である
H21年度実績に対する目標値を達成す
るための取組を推進する。
電力使用量　　　　▲  5%
Ａ重油    　　　　▲  5%
灯油　　　　　　　▲  5%
ＬＰガス　　　　　▲  5%
ガソリン　　　　　▲  5%
軽油        　　　▲  5%
水道水   　 　　　▲  5%
用紙使用量　　　　▲ 12%
グリーン購入率　　  100%
可燃ごみ排出量　　▲ 10%
建設廃材の再資源化率   95%
【市民課】
引続き委託業者従業員に節電等による
CO2削減に努めるよう指導する。

【環境課】
島田市地球温暖化対策実行計画及びエ
コアクション21の推進を通して、経常
経費の縮減に努める。
【H27目標値】
下記の項目について、基準年度である
H21年度実績に対する目標値を達成す
るための取組を推進する。
電力使用量　　　　▲  5%
Ａ重油    　　　　▲  5%
灯油　　　　　　　▲  5%
ＬＰガス　　　　　▲  5%
ガソリン　　　　　▲  5%
軽油        　　　▲  5%
水道水   　 　　　▲  5%
用紙使用量　　　　▲ 12%
グリーン購入率　　  100%
可燃ごみ排出量　　▲ 10%
建設廃材の再資源化率   95%
【市民課】
引続き委託業者従業員に節電等による
CO2削減に努めるよう指導する。

【環境課】
島田市地球温暖化対策実施計画及びエ
コアクション２１の推進を通して、経
常経費の縮減に努める。
【Ｈ２7目標値】
下記の事項について、基準年度である
Ｈ２１年度実績に対する目標値を達成
するための取組を推進する。
電力使用料　    　▲5%
Ａ重油　　　    　▲5%
灯油　　　　    　▲5%
ＬＰガス　　    　▲5%
ガソリン　    　　▲5%
軽油　　　    　　▲5%
水道水　　　    　▲5%
用紙使用料　　　　▲5%
グリーン購入率 　　100%
可燃ごみ排出量    ▲5%
建設廃材の再資源化率95%
【市民課】
引続き委託業者従業員に節電等による
co2削減に努めるよう指導する。

【環境課】
島田市地球温暖化対策実行計画及びエ
コアクション21の推進を通して、経常
経費の縮減に努めた。
【H22実績値】
下記の項目についての、基準年度であ
る平成16年度実績に対する増減率また
は実施率
（括弧内はH22年度の目標値）
電力使用量  0.03%(▲ 7.6%)
Ａ重油 　▲ 9.0%(▲19.1%)
灯油 　　▲62.6%(▲ 5.2%)
ＬＰガス ▲ 0.9%(▲ 9.6%)
ガソリン ▲ 7.7%(▲ 9.4%)
軽油 　　▲ 3.6%(▲ 6.5%)
水道水　 ▲14.8%(▲ 4.0%)
用紙使用量58.7%(▲15.0%)
建設廃材の再資源化率90.2%(95.0%)
【市民課】
引続き委託業者従業員に節電等による
CO2削減に努めるよう指導した。

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組） 効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→）

 限りある財源の中で、新たな行政需要に的確に対応し、市民の信頼に応えるため、経費全般について徹底的な見直しを行い、歳出の抑制と徴収金の収納率の向上を図るとともに、受益者負担の原則に基づき、適正かつ公平な観点での歳入の確保に努めることにより、一層の財政の健全化に取り組
む。
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〔推進項目（1）経費の節減合理化等財政の健全化〕

システム改良によ
る事務の効率化

削減見込額 1,185,000 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 1,185,000 円 効果見込額 1,185,000 円 効果見込額 1,185,000 円 効果見込額 1,185,000 円 効果見込額 1,185,000 円

削減見込額合計（円） 1,185,000

効果見込額合計（円） 5,925,000

削減額 － 円 削減額 611,000 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 円 削減額合計（円） 611,000

効果額 － 円 効果額 611,000 円 効果額 611,000 円 効果額 611,000 円 効果額 611,000 円 効果額合計（円） 2,444,000

市税収納率向上の
取組

削減見込額 2,500,000 円 削減見込額 2,500,000 円 削減見込額 2,500,000 円 削減見込額 2,500,000 円 削減見込額 2,500,000 円

効果見込額 2,500,000 円 効果見込額 2,500,000 円 効果見込額 2,500,000 円 効果見込額 2,500,000 円 効果見込額 2,500,000 円

削減見込額合計（円） 12,500,000

効果見込額合計（円） 37,500,000

削減額 64,000 円 削減額 9,970 円 削減額 64,562 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） 73,970

効果額 64,000 円 効果額 9,970 円 効果額 64,562 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） 137,970

差押実績
・不動産　11件、・債権　99件、
捜索に至るまでの滞納処分がなかった
ため、動産の差押なし

平成23年度導入のシステムを継続リー
スし経費削減が継続。
1960千円→1349千円
〔効果額〕611千円

平成23年度導入のシステムを継続リー
スし経費削減が継続。
1960千円→1349千円
〔効果見込額〕611千円

平成23年度導入のシステムを継続リー
スし経費削減が継続。
1960千円→1349千円
〔効果見込額〕611千円

下水道台帳、受益者負担金管理シ
ステムの改良・統合前後の委託料
の差額を効果額とする。

「平成21年度における下
水道台帳、受益者負担金
管理システム改良・統合
後の想定委託料」－「平成
21年度における下水道台
帳、受益者負担金管理シ
ステムの委託料合計」＝
1,185千円/年

下水道台帳管理シ
ステム、受益者負
担金管理システム
の改良統合を行う
ことにより、事務
の効率化、経費削
減を図る。

22年度取組実績（◎） 23年度取組実績（→） 24年度取組実績（→） 25年度取組実績（→） 26年度取組実績（→）
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下水道台帳、受益者負担金管理システ
ムの改良統合を行い、事務の効率化、
経費削減を図る。

新システムを活用し、経費削減と事務
の効率化を図る。
リース代比較
1960千円→1349千円
〔効果見込額〕611千円

平成23年度導入のシステムを継続リー
スし経費削減が継続。
1960千円→1349千円
〔効果見込額〕611千円

下水道課

２つのシステムを１つにまとめ、経費
の削減が図った。
通常更新の場合：9,803千円
今回契約額 ：6,747千円
H23年度～27年度(5年間)の
効果見込額 3,056千円

平成23年度導入のシステムを継続リー
スし経費削減が継続。
1960千円→1349千円
〔効果額〕611千円

平成23年度導入のシステムを継続リー
スし経費削減が継続。
1960千円→1349千円
〔効果額〕611千円

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組） 効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）

不動産及び債権の差押え以外に、動産
の差押えを行う。
動産の換価に当たっては、換価の可能
性を高めるため、より多くの入札者が
見込まれるインターネット公売を実施
する。
公売用の動産については、捜索等を実
施することで動産の差押えをし、物件
の確保を図っていく。

不動産及び債権の差押え以外に、動産
の差押えを行う。           動産の
換価に当たっては、換価の可能性を高
めるため、より多くの入札者が見込ま
れるインターネット公売を引き続き
し、実施回数を増やす。（４回予定）
公売用の動産については、捜索等を実
施することで動産の差押えをし、物件
の確保を図っていく。
〔効果見込額〕（換価予定額） 100千
円

不動産及び債権の差押え以外に、動産
の差押えを行う。
動産の換価に当たっては、換価の可能
性を高めるため、より多くの入札者が
見込まれるインターネット公売を引き
続き実施する。（４回予定）
公売用の動産については、捜索等を実
施することで動産の差押えをし、物件
の確保を図っていく。
〔効果見込額〕（換価予定額） 100千
円

不動産及び債権の差押え以外に、動産
の差押えを行う。
動産の換価に当たっては、換価の可能
性を高めるため、より多くの入札者が
見込まれるインターネット公売を引き
続き実施する。（２回予定）
公売用の動産については、捜索等を実
施することで動産の差押えをし、物件
の確保を図っていく。
〔効果見込額〕（換価予定額） 100千
円
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不動産及び債権の差押え以外に、動産
の差押えを行う。
動産の換価に当たっては、換価の可能
性を高めるため、より多くの入札者が
見込まれるインターネット公売を実施
する。
公売用の動産については、捜索等を実
施することで動産の差押えをし、物件
の確保を図っていく。

25年度取組実績（→） 26年度取組実績（→）22年度取組実績（○） 23年度取組実績（→） 24年度取組実績（○）

納税課

第１回目をH22年10月１日に行い、全
６件の動産（陶器・アニメDVD等）を
出品し、1件が落札された（アニメDVD
売却額28,000円）　また、第１回目で
売れ残った動産につて再度第２回目の
公売を実施したところ3件（陶器類
売却額：36,000円）の落札があった。
〔効果額〕64千円

インターネット公売によ
る換価及び動産の公売
による換価収入目標額
＝2,500千円

 限りある財源の中で、新たな行政需要に的確に対応し、市民の信頼に応えるため、経費全般について徹底的な見直しを行い、歳出の抑制と徴収金の収納率の向上を図るとともに、受益者負担の原則に基づき、適正かつ公平な観点での歳入の確保に努めることにより、一層の財政の健全化に取り組
む。

差押実績
・不動産　35件、・債権　69件、・動
産　10件

差押実績
・不動産　44件、・債権　153件、・
動産　1件
インターネット公売実績
・実施回数　３回
・延べ出展点数　１４点
・落札点数　８点
・落札金額　64,562円

差押実績
・不動産　38件、・債権　191件、
捜索に至るまでの滞納処分がなかった
ため、動産の差押なし

滞納処分に伴う換価額を効果額と
する。（なお、金額には換算しな
いが、効果額以外に納税思想の周
知と滞納に対する抑止的効果があ
る。

例年度実施してき
た滞納処分に加
え、新年度から
「税の公平性の確
保」・「滞納税額
の圧縮」を図るこ
とを目的にイン
ターネット公売シ
ステムの活用によ
り納税の啓発や滞
納の抑止効果を図
る。

平成23年度導入のシステムを継続リー
スし経費削減が継続。
1960千円→1349千円
〔効果額〕611千円
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〔推進項目（1）経費の節減合理化等財政の健全化〕

市税収納率向上の
取組

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

国保税収納率向上
の取組

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

H27年5月からの運用開始に向け、準備
を行い完了した。

24年度取組実績（×） 25年度取組実績（－）

収納委託する業者の選定基準を定める
ため、財務規則の改正を３月末までに
行う。
導入予定関係課との調整を十分に図
る。

導入予定関係課との調整を十分に図
り、収納委託する業者の選定基準を定
めるため、財務規則の改正を３月末ま
でに行う。

導入実現に向け、再度関係課と調整を
行い、収納委託する業者の選定基準を
定めるため、財務規則の改正を３月末
までに行う。

Ｈ27年度から実施に向け関係課・関係
機関と協議を行う。
収納代行業者を８月末までに決定す
る。

効果額は算出しない。
納付方法の多様化に伴う納税者に
対するサービスの向上及び納期内
納付の向上が見込まれる。

納税課

関係課との調整が不調となったため、
財務規則改正は未実施。

実施計画に採択されるよう関係課と調
整を行い、事務レベルでの合意は得ら
れた。
しかしながら、実施計画に採択される
までには至らなかった。

実施計画に採択されＨ27年度から実施
予定。

－

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(　) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（◎）

22年度取組実績（　） 26年度取組実績（◎）

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）
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平成25年度より、
市税等の納税者の
納付方法（市民
サービス）を拡大
することを目的
に、コンビニ収納
の導入を実施す
る。

滞納金額により電話催告、文書催告な
どを行い、効率的な催告を実施した。
平成24年度は税率改定が行われたた
め、現年度分のみの滞納者にも電話催
告を実施し、高額滞納とならないよう
その防止に努めた。休日納税相談も昨
年同様実施した。
※インターネット公売については、対
象案件がなかった。

年３回の催告書に加え、毎月２回文書
催告を計画的に実施した。また、時効
対象者に対しての催告や滞納処分を強
化して行った。
インターネット公売を実施。４件の差
押動産を公売にかけ、結果３件が落札
された。
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電話催告強化期間以外でも随時催告で
きるよう環境を整備し、嘱託員の活用
を日中の電話催告にシフトすることで
現年分の未納額圧縮に努める。
昨年と同様、休日納税相談を年４回と
するほか、夜間の納税相談についても
検討する。
新システムの活用により、滞納者管理
を徹底し、滞納処分等をさらに強化す
る。

効果額は算出しない。（効果額換
算しないが、効果額以外に納税思
想の周知と滞納に対する抑止的効
果がある。）

－

滞納処分の実効性
を高める方策のひ
とつとして、差押
え品の公売実施を
検討する。近年一
般的となったイン
ターネット公売に
関し税務課と連携
し、実施のための
環境整備を行い、
実施する。

22年度取組実績（→） 23年度取組実績（→） 24年度取組実績（→）

国保年金課

嘱託員による電話催告を随時行ない、
現年分の未納額圧縮に努めた。休日納
税相談を年４回行った。従来エクセ
ル・アクセス等で手管理していた分納
管理を新システムにおいて行うなど、
滞納者管理全般を新システムに移行
し、効率化を図った。現年・滞繰分と
もに収納率は前年を上回った。
※インターネット公売については、対
象案件がなかった。

滞納管理システムなどを活用し、現年
課税分未納者への催告を重点的に、計
画的電話催告を実施した。
分納誓約については随時見直しを行っ
た。
悪質滞納者に対しては催告書等呼出状
を送付し納税指導を行うとともに滞納
処分を実施した。
国保年金課においては、インターネッ
ト公売の対象案件がなかった。

新規滞納対策として電話や文書による
催告を行い、徴収困難者への対応とし
て、高額・悪質滞納者40件の今後の滞
納整理方法について課内で年２回の検
討会を実施した。また、分納や滞納整
理について緩やかなルール作りを行う
ことで均一かつ効率的な事務を図るこ
とができた。その結果、現年分、滞納
繰越分ともに収納率を向上することが
できた。
ただし、インターネット公売につい
て、前年度に落札されなかった１件の
公売は実施しなかったため、27年度に
取組予定である。

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→）

23年度取組実績（→）

26年度取組予定（→）

新規滞納対策として電話や文書による
催告を行い、徴収困難者への対応の検
討を行う。また、分納や滞納整理につ
いて緩やかなルール作りを行うことで
均一かつ効率的な事務を図る。
インターネット公売について、前年度
に引き続き公売を実施する。

 限りある財源の中で、新たな行政需要に的確に対応し、市民の信頼に応えるため、経費全般について徹底的な見直しを行い、歳出の抑制と徴収金の収納率の向上を図るとともに、受益者負担の原則に基づき、適正かつ公平な観点での歳入の確保に努めることにより、一層の財政の健全化に取り組
む。

目標効果額の算出根拠

滞納管理システムを効果的に活用し、
日中夜間の電話催告をスケジュール化
ルーチン化して現年課税分の未納額圧
縮に努める。
分納誓約の見直しを随時行い、実効性
の高いものに切り替える。
悪質滞納者に対する滞納処分等を強化
する。

滞納金額により未納者への催告方法を
変更するなどして引続き、効率的な催
告を実施する。
平成24年度は税率改定が行われるた
め、電話催告を計画的に実施し、高額
滞納とならないようその防止に努め
る。また、そのために休日納税相談を
昨年同様実施していく。

徴収事務を地区割で行い、きめ細かな
徴収体制を確立していく。
悪質な滞納者に対しては、文書催告を
強化し、折衝機会の増加、滞納処分の
実施に結び付けていく。折衝機会増加
のために、本年度も休日納税相談を実
施していく。 インターネット公売に
ついては、対象案件があれば実施の方
向で考える。

25年度取組実績（○） 26年度取組実績（→）

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果
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〔推進項目（1）経費の節減合理化等財政の健全化〕

保育料の収納率向
上

削減見込額 525,000 円 削減見込額 525,000 円 削減見込額 525,000 円 削減見込額 525,000 円 削減見込額 525,000 円

効果見込額 525,000 円 効果見込額 525,000 円 効果見込額 525,000 円 効果見込額 525,000 円 効果見込額 525,000 円

削減見込額合計（円） 2,625,000

効果見込額合計（円） 2,625,000

削減額 4,554,850 円 削減額 7,671,000 円 削減額 6,699,600 円 削減額 6,861,000 円 削減額 5,083,500 円 削減額合計（円） 30,869,950

効果額 4,554,850 円 効果額 7,671,000 円 効果額 6,699,600 円 効果額 6,861,000 円 効果額 5,083,500 円 効果額合計（円） 30,869,950

介護保険料の収納
率向上

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －
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等
の
徴
収
率
の
向
上
に
向
け
た
積
極
的
取
組

25年度取組実績（○） 26年度取組実績（○）

65

65歳到達者への口座振替による納付を
勧める。
滞納者への納付指導を強化し、収納率
向上に努める。

65歳到達者へ口座振替による納付方法
を勧める。滞納者に対しては督促・催
告等により納付を指導して、収納率を
高める。

効果額は算出しない。
年金特徴制度が導入されているこ
とから、普通徴収納税者の収納率
の向上が見込まれる。

－

65歳到達者へ口座振替による納付方法
を勧める。滞納者に対して督促・催告
等により納付を指導して、収納率を高
める。

65歳到達者への口座振替による納付を
勧めた。
滞納者への督促・催告により収納率向
上に努めた。
説明会：18回開催（出席率37.26％）
夜間電話催告：6･8･10･12･2月実施
訪問催告：10・12・2月実施
H25 普通徴収 93,014,200円
（収納率 91.42％）

65歳到達者への口座振替による納付を
勧めた。
滞納者への督促・催告により収納率向
上に努めた。
説明会：12回開催（出席率37.13％）
夜間電話催告：6･8･10･12･2月実施
訪問催告：10・12・2月実施
H26 普通徴収 91,011,800円
（収納率 90.70％）

65歳到達者への口座振替による納付を
勧める。
滞納者への納付指導を強化し、収納率
向上に努める。

長寿介護課

65歳到達者説明会を開き、口座振替に
よる納付を勧めた。また、滞納者に対
しては、督促・催告等により納付を指
導して、収納率の向上を図った。
説明会：12回開催
夜間電話催告：6･8･10･12･2月実施
訪問催告：10・3月実施
H21 普通徴収 75,620,100円
（収納率 89.95％）
H22 普通徴収 63,034,100円
（収納率 88.31％）

65歳到達者への口座振替による納付を
勧めた。
滞納者への督促・催告により収納率向
上に努めた。
説明会：13回開催
夜間電話催告：6･8･10･12･2月実施
訪問催告：10・12・2月実施
H23 普通徴収 59,648,400円
（収納率 88.36％）

65歳到達者への口座振替による納付を
勧めた。
滞納者への督促・催告により収納率向
上に努めた。
説明会：23回開催
夜間電話催告：6･8･10･12･2月実施
訪問催告：10・12・2月実施
H24 普通徴収 87,441,000円
（収納率 90.91％）

22年度取組実績（→） 23年度取組実績（→） 24年度取組実績（○）

65歳到達者へ口座
振替による納付方
法を勧める。滞納
者に対して督促・
催告等により納付
を指導して、収納
率を高める。

65歳到達者への口座振替による納付を
勧める。
滞納者への納付指導を強化し、収納率
向上に努める。

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）

26年度取組実績(○)

保育支援課

従来の徴収対策を行いつつ、滞納者へ
の子ども手当の現金支給による納付相
談を行い、児童手当申出による徴収を
推進した。

従来の徴収対策を行いつつ、滞納者へ
の児童手当の現金支給による納付相談
を行い、児童手当申出による徴収を推
進した。また、申出様式を変更し、継
続的に徴収できるように改善した。

収納向上のため、
徹底した徴収対策
を継続実施する。

22年度取組実績(→) 23年度取組実績(○) 24年度取組実績(○) 25年度取組実績(○)

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

児童手当制度の、現金支給による納付
相談を行うとともに、児童手当申出に
よる徴収を推進する。また従来の徴収
対策も実施し、収納率向上に努める。

児童手当制度の、現金支給による納付
相談を行うとともに、児童手当申出に
よる徴収を推進する。また従来の徴収
対策も実施し、収納率向上に努める。

従来の徴収対策を行いつつ、滞納者へ
の子ども手当の現金支給による納付相
談を行い、効果を得た。

「児童手当現金支給による納付相
談に伴う保育料納付実績額」

H24削減額を基に算出

経
費
の
節
減
合
理
化
等
財
政
の
健
全
化

64

子ども手当制度の国の動向が不確定だ
が、状況に応じた変更をし、引き続き
現金支給による納付相談を行うととも
に、従来の徴収対策も実施し、収納率
向上に努める。

児童手当制度の、現金支給による納付
相談を行うとともに、特別徴収の手法
を検討する。また従来の徴収対策も実
施し、収納率向上に努める。

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定(→) 25年度取組予定(→) 26年度取組予定(→)

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

 限りある財源の中で、新たな行政需要に的確に対応し、市民の信頼に応えるため、経費全般について徹底的な見直しを行い、歳出の抑制と徴収金の収納率の向上を図るとともに、受益者負担の原則に基づき、適正かつ公平な観点での歳入の確保に努めることにより、一層の財政の健全化に取り組
む。

従来の徴収対策を行いつつ、滞納者へ
の児童手当の現金支給による納付相談
を行い、児童手当申出による徴収を推
進した。
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〔推進項目（1）経費の節減合理化等財政の健全化〕

上水道料金の確保

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 3,140,000 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） 3,140,000

効果額 3,140,000 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） 3,140,000

下水道接続率の向
上

削減見込額 146,000 円 削減見込額 308,000 円 削減見込額 469,000 円 削減見込額 645,000 円 削減見込額 685,000 円

効果見込額 146,000 円 効果見込額 308,000 円 効果見込額 469,000 円 効果見込額 645,000 円 効果見込額 685,000 円

削減見込額合計（円） 2,253,000

効果見込額合計（円） 2,253,000

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円）

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円）

②
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等
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収
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上
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収納率向上のための徴収対策を継続実
施する。
現年度目標収納率98.10％以上
過年度目標収納率60.00％以上

収納率向上のための徴収対策を継続実
施する。
現年度目標収納率98.15％以上
過年度目標収納率60.00％以上

収納率向上のため
の徴収対策を継続
実施する。
現年度目標収納率
98.10％以上
過年度目標収納率
60.00％以上

22年度取組実績（○） 23年度取組実績（○） 24年度取組実績（○） 25年度取組実績（○） 26年度取組実績（　）

収納率向上のための徴収対策を継続実
施する。
現年度目標収納率98.15％以上
過年度目標収納率60.00％以上

効果額は算出しない。
収納率を管理指標とする。

－

現年度・過年度収納率、前年比向上し
ているが更なる向上に努める。
現年収納率（実績）　98.57%
過年度収納率（実績）91.79%

25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）

現年度収納率は、前年比向上してい
る。過年度収納率も含め、向上に努め
る。
現年収納率（実績）　98.68%
過年度収納率（実績）86.55%"

収納率向上のための徴収対策を継続実
施する。
現年度目標収納率98.20％以上
過年度目標収納率60.00％以上

収納率向上のための徴収対策を継続実
施する。
現年度目標収納率98.20％以上
過年度目標収納率60.00％以上

水道課

現年度収納率(実績)：98.53％
過年度収納率(実績)：78.78％
〔効果額〕(調定額を基準に計算)：
3,140千円

現年度・過年度収納率、前年比向上し
ているが更なる向上に努める。
現年収納率（実績）　98.41%
過年度収納率（実績）81.42%
効果額（未納額を基準に計算）：NO.8

現年度・過年度収納率、前年比向上し
ているが更なる向上に努める。
現年収納率（実績）　98.31%
過年度収納率（実績）85.37%

 限りある財源の中で、新たな行政需要に的確に対応し、市民の信頼に応えるため、経費全般について徹底的な見直しを行い、歳出の抑制と徴収金の収納率の向上を図るとともに、受益者負担の原則に基づき、適正かつ公平な観点での歳入の確保に努めることにより、一層の財政の健全化に取り組
む。

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→）

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組） 効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）

未接続集合住宅に対する調査、対策の
検討を行なう。

集合住宅及び賃貸住宅の接続工事にお
ける工事費の促進を図るため、建設工
事に係る融資あっせんと利子補給制度
の対象者の見直しを実施する。
H24  使用料見込み　129,743,000円
(258,013円の増）
見込み89.57％に対し87.71％（△
0.27％）効果額△728千円

平成25年度末までに接続世帯にｱﾝｹｰﾄ
調査を実施し、接続向上に向けて分
析・検討を取りまとめる。訪問、電話
等により個別に周知を行い、実績を上
げる。

平成26年度末までに接続世帯にｱﾝｹｰﾄ
調査を実施し、接続向上に向けて分
析・検討を取りまとめる。訪問、電話
等により個別に周知を行い、実績を上
げる。

②
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未接続世帯のアンケート調査を行い、
接続率向上のための分析・検討を行
う。

合併処理浄化槽の設置に際し、市から
補助金を受けなかった者に対する下水
道への接続工事費の一部を補助を開始
したが、利用にはつながらなかった。
〔実績〕
接続人口 569人　区域内人口477人減
純増数92人　計 8,638人
供用開始人口 267人　区域内人口 84
人減　純増数183人　計10,564人

〔接続率〕
8,638÷10,564＝81.77％
（前年度比：0.55％減）

〔使用料〕
146,894,159円 (17,737,154円)

効果額は算出しない。
接続率を管理指標とする。
未接続世帯を解消することによ
り、浄化センター、本管などの既
設設備への投資効果が高まること
が見込まれる。

－

接続効果について
の家庭訪問を行
い、接続率の向上
を図る。

22年度取組実績（→） 23年度取組実績（→） 24年度取組実績（→） 25年度取組実績（→） 26年度取組実績（→）

下水道課

未接続世帯へアンケート調査、接続率
向上のための分析を実施。未接続者へ
の訪問啓発を実施。
接続率H22末 81.6％
収入額：129,181千円

集合住宅所有者の接続に対する問題点
等を踏まえ施策を検討。
〔実績〕
接続人口 197人　区域内人口 63人減
純増数 134人　計8,271人
供用開始人口 260人　区域内人口 59
人減　純増数 201人　計10,172人

〔接続率〕
8,271÷10,172＝81.31％
（前年度比：0.3％減）
当初計画の算出方式（住民基本台帳に
よらない方式）では90.8％。

〔使用料〕
129,484,987円(303,273円の増)

集合住宅に対する融資あっせん制度の
見直しを行った。これにより1件がこ
れを利用し接続工事を実施した。
〔実績〕
接続人口 248人　区域内人口73人減
純増数175人　計 8,446人
供用開始人口 305人　区域内人口 57
人減　純増数248人　計10,420人

〔接続率〕
8,446÷10,420＝81.06％
（前年度比：0.25％減）

〔使用料〕
129,396,337円 ( △88,650円)

ｱﾝｹｰﾄ調査をきっかけとして2件の接続
につながった。
〔実績〕
接続人口 285人　区域内人口185人減
純増数100人　計 8,546人
供用開始人口 114人　区域内人口 153
人減　純減数39人　計10,381人

〔接続率〕
8,546÷10,381＝82.32％
（前年度比：1.26％増）

〔使用料〕
129,157,005円 ( △239,332円)
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〔推進項目（1）経費の節減合理化等財政の健全化〕

給食費の収納率向
上

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 700,000 円 削減見込額 650,000 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 700,000 円 効果見込額 650,000 円

削減見込額合計（円） 1,350,000

効果見込額合計（円） 1,350,000

削減額 553,447 円 削減額 1,039,764 円 削減額 745,809 円 削減額 685,274 円 削減額 667,349 円 削減額合計（円） 3,691,643

効果額 553,447 円 効果額 1,039,764 円 効果額 745,809 円 効果額 685,274 円 効果額 667,349 円 効果額合計（円） 3,691,643

受診料自己負担額
の統一

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組） 効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）

徴収率向上のため、6月、10月の子ど
も手当での徴収など、徴収対策を強化
する。

徴収率向上のため、6月、10月の子ど
も手当での徴収など、徴収対策を強化
する。

徴収率向上のため、児童手当の現金支
給による相談徴収や申出による天引で
の徴収を実施するとともに、関係部署
や学校等の連携を強化するなど、徴収
対策を強化する。
（削減見込額：児童手当徴収見込）
700,000円

徴収率向上のため、児童手当の現金支
給による相談徴収や申出による天引で
の徴収を実施するとともに、関係部署
や学校等の連携を強化するなど、徴収
対策を強化する。
（削減見込額：児童手当徴収見込）
650,000円

②
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収納率向上のため、徹底した徴収対策
を強化する。

児童手当から徴収した額

児童手当から徴収する
見込額

収納率向上のた
め、徹底した徴収
対策を強化する。

22年度取組実績（→） 23年度取組実績（→） 24年度取組実績（→） 25年度取組実績（→） 26年度取組実績（→）

学校給食課

5月10日現在
現年度
徴収額　427,076,862円
収納率　99.67％
過年度
徴収額　1,935,545円
徴収率　46.31％
うち、児童手当から徴収した額
553,447円

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

現年度収入：420,370,315円
　　　　　（収納率99.74％）

過年度未納分収入：1,166,553円
　　　　　（収納率33.13％）
うち、児童手当から徴収した額
1,039,764円

現年度収入：420,189,636円
　　　　　（収納率99.81％）

過年度未納分収入：994,445円
　　　　　（収納率28.79％）
うち児童手当から徴収した額
745,809円

現年度収入：410,745,669円
　　　　　（収納率99.83％）

過年度未納分収入：912,545円
　　　　　　　　（収納率28.86％）
うち児童手当から徴収した額
685,274円

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（－） 26年度取組予定（　）
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検診方法の違いによる自己負担額の差
異を解消すべく、各種検診の同一機関
への委託によるデータ等管理の統一化
と、事務の効率化を図るため、引き続
き医師会等と協議を継続する。

25年度取組実績（　） 26年度取組実績（　）

健康づくり課

二つ(島田･榛原)の医師会間の自己負
担額の差異は、榛原医師会の理解によ
り、金谷･川根地区のみ島田市の単価
に合わせることで解消されたが、検診
委託機関の統一ができないため、自己
負担金の統一もできていない。

地区による差異を解消し、平成24年度
から同額とする。

医師会とは検診の
方法の協議を行
い、検診の年齢に
よる自己負担額の
差異は近隣市町を
参照し要綱等の見
直しを図る。

22年度取組実績（→） 23年度取組実績（→） 24年度取組実績（◎）

　取組なし

効果額は算出しない。
地区による受診料の差異を解消す
ることに伴う公平性の確保が見込
まれる。

－

地区による自己負担額の差異は、平成
24年度に統一したため取組完了。

年齢については、取組予定なし。
(70歳以上は近隣市で同じ扱い(受診料
無料)であるため。また、若年者は国
のがん検診実施のための指針にある対
象年齢外で、市独自で実施しているた
め通常の受診者と自己負担額を統一す
る予定はない。）

 限りある財源の中で、新たな行政需要に的確に対応し、市民の信頼に応えるため、経費全般について徹底的な見直しを行い、歳出の抑制と徴収金の収納率の向上を図るとともに、受益者負担の原則に基づき、適正かつ公平な観点での歳入の確保に努めることにより、一層の財政の健全化に取り組
む。

年齢による自己負担額の差異の解消は
出来なかったが、地区による検診自己
負担額の差異の解消に取り組み、平成
24年度検診から同額とした。

地区による検診自己負担額の差異を解
消した。

現年度収入：415,872,992円
　　　　　（収納率99.72％）

過年度未納分収入：898,505円
　　　　　　　　（収納率30.21％）
うち児童手当から徴収した額
667,349円
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〔推進項目（1）経費の節減合理化等財政の健全化〕

簡易水道事業水道
料金の統一

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 10,000,000 円 削減見込額 10,000,000 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 10,000,000 円 効果見込額 10,000,000 円

削減見込額合計（円） 20,000,000

効果見込額合計（円） 20,000,000

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 7,573,000 円 削減額合計（円） 7,573,000

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 7,573,000 円 効果額合計（円） 7,573,000

下水道使用料の適
正化

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

26年度取組予定（　）

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）
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水道料金の改定を考慮しながら、統一
に向けて協議していく。

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（◎）

水道料金の統一案やスケジュール案を
作成する。

スケジュール案の修正、条例改正準備

平成26年3月31日までに料金の統一を
図る。
改正条例案は8月を目途に作成し、11
月議会に諮る予定、議会通過後、市民
に周知していく。

島田地区の料金体
系に統一する。

22年度取組実績（→） 23年度取組実績（→） 24年度取組実績（→） 26年度取組実績（→）

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

統一案、スケジュール案作成 統一案、条例案作成を進めた。

島田市水道料金等審議会を立ち上げ、
10月30日から3回の審議会を実施し、
審議会の答申を受けた。
これを受けて検討の結果、島田地区の
料金に統一することとし、2月議会に
条例改正案を提出し議決を得た。

水道課

料金を統一することに伴う料金収
入の増加額を効果額とする。

島田地区の水道料金に統
一した場合の、増加する
収入額＝9,000千円/年

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（◎） 26年度取組予定（－）

25年度取組実績（◎）

水道料金の改定を考慮しながら、統一
に向けて継続して協議をした。

下水道使用料等審議会を24年度に3
回、25年度に3回実施予定

H25.5.27　第4回下水道使用料金等
          審議会開催
H25.7.11　 第5回開催
H25.8月　　答申
H25年11月　議会に料金改定案を
　　　　　 提出予定
H26.4.1　　新料金施行の予定

H26.4.1　新料金施行
③
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使用料等審議会開催のための準備・資
料収集を行う。

H26.4.1　新料金施行
実質的には5月の料金からの改定と
なった
ため、平均使用料は、133.8円/㎥
経費回収率：35.9%

－

浄化センター維持
管理費に見合った
適正な使用料とす
る。

22年度取組実績（→） 23年度取組実績（→） 24年度取組実績（→） 25年度取組実績（◎） 26年度取組実績（－）

下水道課

使用料等審議会開催のための準備・資
料収集を実施。他市の状況把握。

景気低迷の中、使用料増額は接続率の
低下を招く恐れもあることから、再度
検討を行なう。

料金の適正化に関し情報の収集とＨ24
年度から使用料等審議会を開催するた
めの予算措置を行った。

H24.10.26　第1回下水道使用料金等審
議会を開催（委嘱状交付）
H24.12.20　第2回開催
H25. 2.19　第3回開催

現在105円から136.5円と、使用する量
が多くなるほど単価が高くなる方式
（累進性）をとっており、その平均使
用料単価は119.0円/㎥。
現在１㎥の汚水を処理するのにかかる
経費は371.9円。経費回収率は
32.0％。

H25.5.27　第4回下水道使用料金等
          審議会開催
H25.7.11　第5回開催
H25.8.12　答申
H25年11月　議会に料金改定案を提出
H25.12.20  議決

平均使用料単価を119円から136円まで
引き上げた。
改定率　14.1%
経費回収率見込  36.4%

効果額は算出しない。
料金の適正化に伴う、施設の維持
管理経費に係る適正な受益者負担
が見込まれる。

 限りある財源の中で、新たな行政需要に的確に対応し、市民の信頼に応えるため、経費全般について徹底的な見直しを行い、歳出の抑制と徴収金の収納率の向上を図るとともに、受益者負担の原則に基づき、適正かつ公平な観点での歳入の確保に努めることにより、一層の財政の健全化に取り組
む。

平成26年4月1日から簡易水道料金と島
田市水道料金を統一料金とした。同時
に消費税率の改定に伴う料金（5％か
ら8％の消費税込料金）の改定を実施
した。
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〔推進項目（1）経費の節減合理化等財政の健全化〕

図書館カード再発
行手数料の徴収及
び仮カード使用期
間の短縮

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 29,000 円 削減見込額 29,000 円 削減見込額 29,000 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 29,000 円 効果見込額 29,000 円 効果見込額 29,000 円

削減見込額合計（円） 87,000

効果見込額合計（円） 87,000

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 16,300 円 削減額 25,200 円 削減額 29,700 円 削減額合計（円） 71,200

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 16,300 円 効果額 25,200 円 効果額 29,700 円 効果額合計（円） 71,200

施設使用料の総合
的な見直し

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

④
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本年度は、早期に統一手法での見直し
を行い、平成23年度以降の新使用料を
定める。

25年度に基準を定め、27年度消費税率
改定時期にあわせて、使用料改定を実
施する。

公の施設に係る受益者負担の考え方を
検討した。

－

適正な使用料を設
定するため、統一
的な見直しを行
う。

22年度取組実績（→） 23年度取組実績（→） 24年度取組実績（→） 25年度取組実績（→）

公の施設に係る受益者負担のあり方に
ついて、行政管理委員会に専門委員会
を設け検討した。検討結果について、
次年度の行政経営会議で協議する。

算出式の改良を行ない、試算分析のう
え、速やかに使用料改定を実施する。

全庁
企画課

使用料算出方法について学識経験者の
意見を聴取した。考え方は概ね良いと
思われるが、見直し使用料と現使用料
と乖離が大きい結果となった。

公の施設に係る受益者負担の考え方を
検討した。

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

26年度に基準を定め、27年度消費税率
改定時期にあわせて、使用料改定を実
施する。

効果額は算出しない。
使用料金の適正化に伴う、施設等
の維持管理経費等に係る適正な受
益者負担が見込まれる。

22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）

25年度の条例改正・周知に備え、使用
料改定の算出式を確立する。

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

 限りある財源の中で、新たな行政需要に的確に対応し、市民の信頼に応えるため、経費全般について徹底的な見直しを行い、歳出の抑制と徴収金の収納率の向上を図るとともに、受益者負担の原則に基づき、適正かつ公平な観点での歳入の確保に努めることにより、一層の財政の健全化に取り組
む。

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

図書館課

【図書館】
図書館カードを再発行した場合のカー
ド有料化について図書館内で検討し
た。

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）

【図書館】
引き続き再交付料の徴収する。
〔効果見込額〕30,000円（再交付300
枚）

22年度取組実績（→）

72

【図書館】
図書館カードを再発行した場合のカー
ド有料化について再度検討する。

25年度取組実績（→） 26年度取組実績（　）23年度取組実績（◎） 24年度取組実績（→）

【図書館】
H24年の新館オープンに合わせ実施す
るように最終決定を行う。

③
使
用
料

、
手
数
料
等
の
受
益
者
負
担
の
適
正
化
推
進

目標効果額の算出根拠

図書館カードを再
発行した場合の
カード有料化を検
討する。また、有
料化の有無にかか
わらず仮カード使
用期間を検討す
る。
仮カード発行件
数：48件/21年度月
平均

【図書館】
図書館カード再交付料決算額16,300円
（再交付163枚）

【図書館】
図書館カード再交付料決算額25,200円
（再交付252枚）

再発行手数料徴収実績額を効果額
とする。

手数料100円×再交付
枚数

【図書館】
引き続き再交付料の徴収する。
〔効果見込額〕10,000円（再交付100
枚）

【図書館課】
引き続き再交付料の徴収する。
〔効果見込額〕10,000円（再交付100
枚）

【図書館】
図書館カード再交付料決算額29,700円
（再交付297枚）

【図書館】
新図書館カード（リライトカード）を
導入し、これに伴い再交付料の徴収を
開始。仮カードを廃止した。
※　当初は手数料として条例改正を考
えていたが、近隣図書館に調査した結
果、再交付料として対応した。

26年度取組実績（→）

公の施設に係る受益者負担のあり方に
ついて、行政経営会議において協議し
た結果、減価償却費算定のための固定
資産台帳の整備、施設の特殊料金設定
への対応等、課題が多数あることか
ら、スケジュールを変更し、平成29年
４月施行とした。
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〔推進項目（1）経費の節減合理化等財政の健全化〕

各種手数料の総合
的な見直し

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

授業料の見直し

削減見込額 － 円 削減見込額 1,680,000 円 削減見込額 1,680,000 円 削減見込額 1,680,000 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 1,680,000 円 効果見込額 3,360,000 円 効果見込額 5,040,000 円 効果見込額 5,040,000 円

削減見込額合計（円） 5,040,000

効果見込額合計（円） 15,120,000

削減額 － 円 削減額 1,722,000 円 削減額 1,680,000 円 削減額 1,680,000 円 削減額 － 円 削減額合計（円） 5,082,000

効果額 － 円 効果額 1,722,000 円 効果額 3,402,000 円 効果額 5,082,000 円 効果額 5,082,000 円 効果額合計（円） 15,288,000

全学年が改定後の授業料となった。
進路ガイダンス及び学校説明会等にお
いて、受験生（H26年度生）へ周知し
た。

④
定
期
的
な
使
用
料

、
手
数
料
の
見
直
し

（
原
則
と
し
て
３
年
ご
と

）

H25年度生の入学で全学年が改定後の
授業料となった。
しかしながら、教員の増員など運営経
費も増加していることから今後の改定
額及び時期について検討する。

改定後４年目となったが、授業料の増
額は学生の負担増にもなることから、
値上げの時期や金額は、看護師の安定
的な確保のため県内他校の動向や市民
病院への就職につなげるため奨学金に
よる支援策等とあわせ検討していく。
※奨学金の額　(専門学校の場合）
島田市民病院　4万円(月額/3年限度)
藤枝市立総合病院　5万円(同)
焼津市立総合病院　5万円(同）
県立総合病院　5万円(同)
※貸与月数を勤務すれば返還不要

授業料改定に伴う、授業料収入の
増加額を効果額とする。

42,000円（授業料改定
増額分）×40人＝1,680
千円/年を、年度ごとに
累積し、H26はH25と同
額。

授業料の見直しを
行う。
（年額102,000円→
144,000円）
42,000円×40人分
の収入増を見込
む。

　県内の公立看護学校の動向を調査し
たが、他校も今のところ値上げの動き
はない状況である。
　授業料は、進学者の大学志向が高ま
る中で看護専門学校を選択する条件の
1つにもなることから進路ガイダンス
や学校説明会等において金額について
も周知している。

22年度取組実績（→） 23年度取組実績（→） 24年度取組実績（→） 25年度取組実績（○） 26年度取組実績（－）
75

H22年2月議会にて議決
本年度は進路ガイダンス等で周知を図
る。

H22年度に引き続き進路ガイダンス等
で周知を図る。
〔効果見込額〕1,680千円

H23年度に引き続き受験生等への周知
を行う。
〔効果見込額〕　　3,360千円

看護専門学校

進路ガイダンス、入学試験等で周知を
図った。

進路ガイダンス及び学校説明会等にお
いて受験生への周知を行った。
〔効果額〕　1,722千円

H23、24年度生は、改定後の授業料で
ある。
進路ガイダンス及び学校説明会等にお
いて受験生（H25年度入学生）への周
知を行った。
〔効果額〕　3,402千円

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（－）

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

④
定
期
的
な
使
用
料

、
手
数
料
の
見
直
し

（
原
則
と
し
て
３
年
ご
と

）

74

見直し対象や方法を検討する。 使用料と併せ、実施準備を行う。

－

適正な手数料を設
定するため、統一
的な見直しを行
う。

22年度取組実績（→） 23年度取組実績（→） 24年度取組実績（→） 25年度取組実績（→）

個別の研究は行わなかった。

使用料と併せ、算出式の検討を行う。 使用料と併せ、実施準備を行う。

全庁
企画課

手数料の洗い出しを行った。 個別の研究は行わなかった。 個別の研究は行わなかった。

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

使用料と併せ、実施準備を行う。

効果額は算出しない。
使用料金の適正化に伴う、施設等
の維持管理経費等に係る適正な受
益者負担が見込まれる。

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

 限りある財源の中で、新たな行政需要に的確に対応し、市民の信頼に応えるため、経費全般について徹底的な見直しを行い、歳出の抑制と徴収金の収納率の向上を図るとともに、受益者負担の原則に基づき、適正かつ公平な観点での歳入の確保に努めることにより、一層の財政の健全化に取り組
む。

個別の研究は行わなかった。

26年度取組実績（×）
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〔推進項目（1）経費の節減合理化等財政の健全化〕

公立病院改革プラ
ンの推進
（評価・公表・見
直し）

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

経営計画の推進
（評価・公表・見
直し）

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

H25年度の取組目標の設定及び推進
【経営指標における数値目標】
①経常収支比率：100.0％
②職員給与対医業収益比率：55.9％
③病床利用率：89.7％
④紹介率：61.0％
⑤患者１人１日当たり診療収入（入
院）：46,300円
⑥患者１人１日当たり診療収入（外
来）：14,800円

H26年度の取組目標の設定及び推進
【経営指標における数値目標】
①経常収支比率：99.1％
②職員給与対医業収益比率：56.3％
③病床利用率：90.1％
④紹介率：60.1％
⑤患者１人１日当たり診療収入（入
院）：46,000円
⑥患者１人１日当たり診療収入（外
来）：14,500円

改革プラン計画期間（H21～H23）終了
後の新たな経営指針となる経営計画
（H24～H26）を策定した。

経営計画に沿った取組に努めた。
【経営指標における実績】
①経常収支比率：99.9％
②職員給与対医業収益比率：55.7％
③病床利用率：81.3％
④紹介率：60.1％
⑤患者１人１日当たり診療収入（入
院）：47,283円
⑥患者１人１日当たり診療収入（外
来）：15,342円

25年度取組実績（→） 26年度取組実績（→）

経営計画に沿った取組に努めた。
【経営指標における実績】
①経常収支比率：100.5％
②職員給与対医業収益比率：54.5％
③病床利用率：82.9％
④紹介率：58.4％
⑤患者１人１日当たり診療収入（入
院）：47,017円
⑥患者１人１日当たり診療収入（外
来）：15,922円

効果額は算出しない。
経営の健全化と透明性の確保が見
込まれる。

－

経営計画に示され
た数値目標や取組
を毎年、運営会議
で点検・評価し、
その内容を公表す
る。また、今後の
医療制度改革や地
域医療における動
向、当院の医療体
制、新病院建設基
本構想等により、
適宜必要な見直し
や調整を行う。

22年度取組実績（　） 23年度取組実績（→） 24年度取組実績（→）

経営企画課

経営計画に沿った取組に努めた。
【経営指標における実績】
①経常収支比率：100.2％
②職員給与対医業収益比率：56.3％
③病床利用率：79.4％
④紹介率：59.5％
⑤患者１人１日当たり診療収入（入
院）：48,078円
⑥患者１人１日当たり診療収入（外
来）：15,209円

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）
目標効果額の算出根拠

22年度取組予定(　)

H24年度の取組目標の設定及び推進
【経営指標における数値目標】
①経常収支比率：99.1％
②職員給与対医業収益比率：56.3％
③病床利用率：90.1％
④紹介率：60.1％
⑤患者１人１日当たり診療収入（入
院）：46,000円
⑥患者１人１日当たり診療収入（外
来）：14,500円

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果23年度取組予定(　) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）

26年度取組予定（　）

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

⑥
公
営
企
業
の
経
営
健
全
化
推
進

76

H21年度の実施状況について、評価・
点検を行う。

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（　）

－

効果額は算出しない。
経営の健全化と透明性の確保が見
込まれる。

改革プランに示さ
れた数値目標や取
組を毎年、評価委
員会で点検・評価
し、その内容を公
表する。また、評
価結果を踏まえて
必要な範囲で計画
の見直しを行う。

22年度取組実績（◎） 23年度取組実績（○） 24年度取組実績（◎） 25年度取組実績（　） 26年度取組実績（　）

経営企画課

改革プランに基づき、H21年度に方針
決定された地方公営企業法の全部適用
について取組み、H22年度末をもって
経営形態移行の準備手続を完了した。

H22年度の実施状況、評価・点検を行
う。

H22年度の実施状況について、評価・
点検を行い、公表した。

H23年度の実施状況について、評価・
点検を行い、公表した。

H23年度の実施状況、評価・点検を行
う。

⑥
公
営
企
業
の
経
営
健
全
化
推
進

123

 限りある財源の中で、新たな行政需要に的確に対応し、市民の信頼に応えるため、経費全般について徹底的な見直しを行い、歳出の抑制と徴収金の収納率の向上を図るとともに、受益者負担の原則に基づき、適正かつ公平な観点での歳入の確保に努めることにより、一層の財政の健全化に取り組
む。
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〔推進項目（1）経費の節減合理化等財政の健全化〕

中期経営計画の策
定

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

普通財産(土地)の
管理

削減見込額 635,403,000 円 削減見込額 293,753,000 円 削減見込額 121,290,000 円 削減見込額 118,708,000 円 削減見込額 488,276,000 円

効果見込額 635,403,000 円 効果見込額 293,753,000 円 効果見込額 121,290,000 円 効果見込額 118,708,000 円 効果見込額 488,276,000 円

削減見込額合計（円） 1,657,430,000

効果見込額合計（円） 1,657,430,000

削減額 117,357,783 円 削減額 199,276,361 円 削減額 230,539,769 円 削減額 101,167,694 円 削減額 164,356,600 円 削減額合計（円） 812,698,207

効果額 117,357,783 円 効果額 199,276,361 円 効果額 230,539,769 円 効果額 101,167,694 円 効果額 164,356,600 円 効果額合計（円） 812,698,207

具
体
的
事

No.
上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組） 効果額算出根拠又は

効果額が算出できない場合の効果
目標効果額の算出根拠

22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（◎）
個別項目／具体的取組／担当課等
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公営企業等の経営健全化を図るため、
H22～26年度の中期経営計画を策定す
る。

25年度取組実績（→） 26年度取組実績（→）

水道課

島田市水道事業中期経営計画
(H22～26年度)を策定した。

中期経営計画の推進

中期経営計画に沿った取組に努めた。

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

公営企業等の経営
健全化を図るた
め、平成22～26年
度の中期経営計画
を策定する。

22年度取組実績（◎） 23年度取組実績（→） 24年度取組実績（→）

新たに策定した中期経営計画の推進。 中期経営計画の推進

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）

市の財源確保のため、売却可能な市有
地について積極的に処分していく。ま
た、現在貸付を行っている土地や建物
については、貸付料の未収金が発生し
ないよう、適切な処理を継続して行っ
ていく。

市の財源確保のため、売却可能な市有
地の処分を継続して行っていく。
貸付については、本年度、伊太田代の
市有地へのメガソーラー設置に伴う土
地貸付料（1,125,000円／月）が新た
に発生する。

土地公売予定　　　38,976,000円
市有地売却予定   　8,000,000円
土地貸付予定収入  32,749,000円
建物貸付予定収入   2,107,000円
　　　合計        81,832,000円

H26は市営住宅跡地をはじめ、面積的
に広い市有地の売却を予定しており、
順調に処分できればかなりの収入が見
込まれる。また法定外公共物の譲渡も
多くの件数が見込まれ、予算計上額以
上の収入が予想される。

＜土地譲渡＞
（市有地）　　　219,846,000円
（法定外）        8,000,000円
　 合計         227,846,000円

⑦
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公用及び公共用に供さない未利用財産
について、島田市市有財産有効活用検
討委員会において売却促進及び有効活
用等について検討し積極的に行う。
土地貸付については、払い下げのPRに
より土地の適切な処理を行う。

貸付料は当該年度に新たに貸し付
けた資産に対する貸付料収入を効
果額とする。
土地公売、市有地売払に伴う収入
は、当該年度の売払等収入を効果
額とする。

普通財産の「貸付料収入」
＋「土地公売予定収入」＋
「市有地売却予定収入」の
合算額とし、各年度計画に
基づき算出総計1,657,430
千円

普通財産の状況を
把握し、利用計画
のない物件は、積
極的かつ地価の動
向を見ながら有利
な条件で適正時価
による公売を行
う。
貸付料は３年ごと
見直す。

22年度取組実績（→） 23年度取組実績（→） 24年度取組実績（→） 25年度取組実績（→）

管財課

土地公売　　　1件　1338.20㎡
　　　　　　　　72,500,000円
市有地売払　 21件　 958.31㎡
　　　　　　　　13,847,245円
土地貸付料　264件 29507.49㎡
　　　　　　　　31,010,538円
〔効果額〕117,357,783円

公用及び公共用に供さない未利用財産
について再度、精査し島田市市有財産
有効活用検討委員会において売却促進
及び有効活用等について検討し積極的
に行う。
土地貸付については、払い下げのPRに
より土地の適切な処理を行う。

売却可能な市有地について、年２回の
公売実施により、４箇所を売却。その
他低未利用地等16箇所を売却した。土
地売却による収入額167,537,782円。
また、土地や建物の貸付による収入額
は229件31,738,579円であった。
〔効果額〕199,276,361円

売却可能な市有地について公売を実施
し、４箇所を処分。また、横井中央線
改良事業の代替地として６名の地権者
に旧コンコルド跡地の一部を売却。そ
の他、低未利用地等26箇所を売却し
た。貸付料は貸付土地面積の減により
前年度から減少となった。

土地公売　　　4件　　3,209.90㎡
　　　　　　　　　106,330,000円
市有地売却 　32件　　2,167.35㎡
                   91,860,823円
　売払合計        198,190,823円

土地貸付料  298件　30,287,973円
建物貸付料    7件   2,060,973円
（貸付料：前年度比△986,815円）

売却可能な市有地について入札を行
い、２箇所を処分した。土地貸付につ
いては伊太田代地区の市有地への民間
業者によるメガソーラー設置に伴い、
高額な貸付料収入が発生した。その
他、法定外公共物の譲渡による土地売
却収入が予算を大幅に上回った。

＜土地譲渡＞
（市有地） 　 5件　64,722,149円
（法定外） 　40件　27,358,900円
 売払合計          92,081,049円

＜貸付＞（H25新規のみ）
（土地）      8件　 9,086,645円
（建物）　　  0件

効果額は算出しない。

－

中期経営計画の推進

 限りある財源の中で、新たな行政需要に的確に対応し、市民の信頼に応えるため、経費全般について徹底的な見直しを行い、歳出の抑制と徴収金の収納率の向上を図るとともに、受益者負担の原則に基づき、適正かつ公平な観点での歳入の確保に努めることにより、一層の財政の健全化に取り組
む。

26年度取組実績（→）

売却可能な市有地について５件入札を
行い、３箇所を処分した。その他、随
契により４箇所の市有地を譲渡した。
また、法定外公共物の譲渡による土地
売却収入が予算を大幅に上回った。貸
付に関しては新規対象者はいなかっ
た。

＜土地譲渡＞
（市有地）　　7件　144,253,800円
（法定外）　 40件   20,102,800円
 売払合計          164,356,600円

中期経営計画に沿った取組に努めた。 中期経営計画に沿った取組に努めた。 中期経営計画に沿った取組に務めた。
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〔推進項目（1）経費の節減合理化等財政の健全化〕

行政財産(土地)の
管理

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

財政状況の積極的
な公表

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組） 効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）

【建設課】
普通財産への移管を進めるとともに交
換等により必要な行政財産の確保に努
める。
【市民課】
島田市斎場の調整池の余剰地を、無線
通信基地局として有償貸出する。

【建設課】
引き続き普通財産への移管を進めると
ともに交換等により必要な行政財産の
確保に努める。
【市民課】
島田市斎場の調整池の余剰池を、無線
基地局として有償貸出しする。

【建設課】
引き続き普通財産への移管を進めると
ともに交換等により必要な行政財産の
確保に努める。
【市民課】
島田市斎場の調整池の余剰池を、無線
基地局として有償貸出しする。

【建設課】
引き続き普通財産への移管を進めると
ともに交換等により必要な行政財産の
確保に努める。
【環境課】
島田市斎場の調整池の余剰池を、無線
基地局として有償貸出しする。
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【建設課】
現地調査等の洗い出し作業を行い、本
来の目的に供する可能性がない土地を
特定する。

【建設課】
道路用地等として必要のなくなった1
筆について、普通財産として管財課へ
移管し、有効活用を図ることとした。
【環境課】
島田市斎場の調整池の余剰地を携帯電
話用無線基地局として有償貸出した・

効果額は算出しない。
管理地の有効活用による遊休地の
解消及び目的に応じた管理地の活
用に伴う維持管理経費の削減が見
込まれる。

－

行政財産で本来の
目的に供する可能
性がない土地を洗
い出し、管財課と
の協議により、普
通財産へ移管す
る。

22年度取組実績（→） 23年度取組実績（→） 24年度取組実績（→） 25年度取組実績（→） 26年度取組実績（→）

全庁

建設課】
地籍調査などにより選定作業を行い、
普通財産へ移管可能な土地を調査し
た。
【市民課】
島田斎場調整池の余剰地の有効利用を
検討した。
金谷斎場の駐車場用地の一部を地域住
民のためのごみ集積場所として提供し
た。

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

【建設課】
道路用地等として必要のなくなった2
筆について、普通財産として管財課へ
移管し、有効活用を図ることとした。
(H24.4.1～)
【市民課】
島田市斎場の調整池の余剰池を、無線
基地局として有償貸出しした。

【建設課】
道路用地等として必要のなくなった2
筆について、普通財産として管財課へ
移管し、有効活用を図ることとした。
(H24.4.1～)
【市民課】
島田市斎場の調整池の余剰池を、無線
基地局として有償貸出しした。

【建設課】
道路用地等として必要のなくなった1
筆について、普通財産として管財課へ
移管し、有効活用を図ることとした。
【市民課】
島田市斎場の調整池の余剰池を、無線
基地局として有償貸出しした。

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）

H22年度決算について、財政の健全性
に関する比率及び新地方公会計制度財
務書類を作成し、議会報告及び公表を
行う。
新地方公会計財務書類の作成に係り固
定資産台帳の整備を進める。

平成23年度決算について、財政の健全
性に関する比率及び新地方公会計制度
財務書類を作成し、議会報告及び公表
を行う。
新地方公会計財務書類の作成に係り固
定資産台帳の整備を進める。

平成24年度決算について、財政の健全
性に関する比率及び新地方公会計制度
財務書類を作成し、議会報告及び公表
を行う。
新地方公会計財務書類の作成に係り固
定資産台帳の整備を進める。

平成25年度決算について、財政の健全
性に関する比率及び新地方公会計制度
財務書類を作成し、議会報告及び公表
を行う。

今後の新地方公会計にかかる指針や統
一基準について総務省から平成27年１
月を目処に発表されるため、その方針
に沿った公会計作成業務について検討
を行う。
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H21年度決算について、財政の健全性
に関する比率及び新地方公会計制度財
務書類を作成し、議会報告及び公表を
行う。
新地方公会計財務書類の整備に係り固
定資産台帳の段階的整備を進める。

平成25年度決算について、財政の健全
性に関する比率及び新地方公会計制度
財務書類を作成し、議会報告及び公表
を行った。

今後の新地方公会計にかかる指針や統
一基準について総務省から平成27年１
月に発表されたため、その方針に沿っ
た公会計作成業務について検討を行
う。

効果額は算出しない。
財政状況説明資料の追加遊休資産
等の適正管理が促進されるととも
に、固定資産台帳の整備により、
公共資産額の精緻化が図られる。

－

平成21年度中に財
務４表及び説明資
料を作成し、市民
への分かりやすい
公表、議会への報
告を行う。
また、財務４表の
効果的な活用方法
について検討す
る。
固定資産台帳の段
階的整備により公
共資産を評価額に
改正する。 22年度取組実績（→） 23年度取組実績（→） 24年度取組実績（→） 25年度取組実績（→） 26年度取組実績（→）

財政課

H21年度決算について、財政の健全性
に関する比率及び新地方公会計制度財
務書類を作成し、議会報告及び公表を
行った。
新地方公会計財務書類の整備に係り固
定資産台帳の段階的整備を進めてい
る。

平成22年度決算について、財政の健全
性に関する比率及び新地方公会計制度
財務書類を作成し、議会報告及び公表
を行った。
新地方公会計財務書類の整備に係り固
定資産台帳の段階的整備を進めてい
る。
【建設課】
道路用地等として必要のなくなった2
筆について、普通財産として管財課へ
移管し、有効活用を図ることとした。
(H24.4.1～)

平成23年度決算について、財政の健全
性に関する比率及び新地方公会計制度
財務書類を作成し、議会報告及び公表
を行った。
新地方公会計財務書類の整備に係り固
定資産台帳の段階的整備を進めてい
る。

平成24年度決算について、財政の健全
性に関する比率及び新地方公会計制度
財務書類を作成し、議会への資料配布
及び公表を行った。
公表は、市ＨＰ及び広報しまだ（１月
15日号）で実施。

 限りある財源の中で、新たな行政需要に的確に対応し、市民の信頼に応えるため、経費全般について徹底的な見直しを行い、歳出の抑制と徴収金の収納率の向上を図るとともに、受益者負担の原則に基づき、適正かつ公平な観点での歳入の確保に努めることにより、一層の財政の健全化に取り組
む。
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〔推進項目（1）経費の節減合理化等財政の健全化〕

入札・契約制度検
討委員会の開催

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

公共工事における
コスト縮減施策の
実施

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円）

効果見込額合計（円）

削減額 127,478,000 円 削減額 84,349,000 円 削減額 154,142,000 円 削減額 85,053,000 円 削減額 88,626,000 円 削減額合計（円） 539,648,000

効果額 127,478,000 円 効果額 84,349,000 円 効果額 154,142,000 円 効果額 85,053,000 円 効果額 88,626,000 円 効果額合計（円） 539,648,000

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組） 効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）

引続き工事・委託について電子入札を
実施する。また、今年度を試行期間と
した舗装工事の入札方式・業者選定基
準について結果を踏まえ審議・検討を
行う。

引続き工事・委託について電子入札を
実施する。また、本来契約検査課案件
でない建設工事に係らない業務委託に
ついても事務の効率化を図るため、担
当課の申請があれば電子入札を実施し
ていく。

引続き工事・委託について電子入札を
実施する。また、本来契約検査課案件
でない建設工事に係らない業務委託に
ついても事務の効率化を図るため、担
当課の申請があれば電子入札を実施し
ていく。

⑨
入
札
制
度
に
つ
い
て
の
調
査
研
究

81

電子入札導入のための制度の整備
格付公募型入札案件について、入札参
加者等審査委員会での審議の有無を検
討する。

26年度取組実績（→）

効果額は算出しない。
透明性、公平性及び競争性を確保
するための改善が見込まれる。

－

入札・契約制度の
より一層の透明
性、公平性及び競
争性を確保するた
めの改善とその他
入札・契約制度に
関する必要事項の
調査、検討を行
う。

22年度取組実績（○） 23年度取組実績（→） 24年度取組実績（→） 25年度取組実績（→）

契約検査課

　電子入札総件数　252件
（工事209件　委託43件）

引続き工事・委託について電子入札を
実施する。また、現場代理人の常駐義
務の緩和について審議・検討を行う。

26年度取組予定（→）

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

電子入札総件数　233件
（工事 196件　委託 37件）

電子入札総件数　270件
（工事 210件　委託 60件）

電子入札総件数　264件
（工事 211件　委託 53件）

電子入札総件数　228件
（工事 181件　委託 48件）

⑩
公
共
工
事
コ
ス
ト
縮
減
計
画
に
基
づ
く

、
コ
ス
ト
構
造
改
革
の
実
践

82

行動計画に基づき、公共工事コスト縮
減に取り組んでいく。
チェックリストにより、年３回に分け
て各課から報告を受け、集計を行う。
次期行動計画の検討する。

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→）

契約検査課

他自治体のコスト縮減の行動計画や取
組状況の情報収集を行い、次期行動計
画策定の検討を行った。
・効果額　　　　127,478千円
・縮減率　　　　     4.38％
・取組件数　　        795件

行動計画に基づき、公共工事コスト縮
減に取り組んでいく。
チェックリストにより、年３回に分け
て各課から報告を受け、集計を行う。
次期行動計画を検討する。

行動計画に基づき、公共工事コスト縮
減に取り組んでいく。
チェックリストにより、年３回に分け
て各課から報告を受け、集計を行う。
次期行動計画の策定に向け、取組内容
の見直しを検討する。

行動計画に基づき、公共工事コスト縮
減に取り組んでいく。
チェックリストにより、年３回に分け
て各課から報告を受け、集計を行う。
次期行動計画の策定に向け、取組内容
の見直しを検討する。

行動計画に基づき、公共工事コスト縮
減に取り組んでいく。
チェックリストにより、年３回に分け
て各課から報告を受け、集計を行う。
次期行動計画の策定に向け、取組内容
の見直しを検討する。

26年度取組実績（○）

・縮減額　　　84,349千円
【効果額】
・縮減率　　　3.88％
・取組件数　　613件

・縮減額　　　154,142千円
【効果額】
・縮減率　　　4.12％
・取組件数　　820件

・縮減額　　　85,053千円
【効果額】
・縮減率　　　3.03％
・取組件数　　717件

－

公共工事における
各種コスト縮減施
策を実施する。研
修会等で縮減内容
や縮減額等を報告
し、コスト縮減の
意識向上に努め
る。

22年度取組実績（○） 23年度取組実績（○） 24年度取組実績（○） 25年度取組実績（○）

 限りある財源の中で、新たな行政需要に的確に対応し、市民の信頼に応えるため、経費全般について徹底的な見直しを行い、歳出の抑制と徴収金の収納率の向上を図るとともに、受益者負担の原則に基づき、適正かつ公平な観点での歳入の確保に努めることにより、一層の財政の健全化に取り組
む。

・縮減額　　　88,626千円
【効果額】
・縮減率　　　1.53％
・取組件数　　746件

チェックリストに基づく縮減額を
効果額とする。
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〔推進項目（2）効率的な公的施設の運営〕

市営プール

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

地域交流センター
「歩歩路」

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 -300,000 円 削減額 -200,000 円 削減額 -382,857 円 削減額合計（円） -882,857

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 -300,000 円 効果額 -500,000 円 効果額 -882,857 円 効果額合計（円） -1,682,857

23年度取組実績（→） 24年度取組実績（→）

効果額は算出しない。（ただし、
指定管理料の増減が発生した場合
には、当該増減額を効果額とす
る。）

指定管理料に係る対前年
度増減額

指定管理者制度の導入により、経費の
節減に努めた。
指定管理者：㈱まちづくり島田
指定管理料：6,200,000円

①
指
定
管
理
者
制
度
の
効
果
的
な
導
入
と
活
用

【
既
導
入
施
設

】

84

指定管理者制度の導入により、経費の
節減に努める。
指定管理者：㈱まちづくり島田

25年度取組実績（→） 26年度取組実績（　）

商工課

指定管理者：㈱まちづくり島田
指定管理料：5,700,000円

指定管理者制度の
導入により、経費
の節減に努める。

22年度取組実績（→）

指定管理者制度の導入により、経費の
節減に努める。
指定管理者：㈱まちづくり島田

指定管理者制度の導入により、経費の
節減に努める。
指定管理者：㈱まちづくり島田
指定管理料：6,000,000円
〔効果見込額〕▲300千円

指定管理者制度の導入により、経費の
節減に努めた。
指定管理者：㈱まちづくり島田
指定管理料：5,700,000円

指定管理者制度の導入により、経費の
節減に努めた。
指定管理者：㈱まちづくり島田
指定管理料：6,000,000円

指定管理者制度の導入により、経費の
節減に努めた。
指定管理者：㈱まちづくり島田
指定管理料：6,582,857円

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(  ) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組） 効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(  ) 24年度取組予定（  ） 25年度取組予定（　） 26年度取組予定（　）

①
指
定
管
理
者
制
度
の
効
果
的
な
導
入
と
活
用

【
既
導
入
施
設

】

83

H22年4月に廃止、施設の取り壊しを行
う。総合スポーツセンターとして、
H22年５月から指定管理者制度導入
指定管理者：報徳・サン・シンコーグ
ループ

効果額は算出しない。

－

新施設の供用開始
まで引き続き指定
管理者制度導入に
より施設管理運営
を行う。既存施設
は、平成22年度中
に取り壊す。

22年度取組実績（◎） 23年度取組実績（  ） 24年度取組実績（　） 25年度取組実績（　） 26年度取組実績（　）

スポーツ振興課

22年4月末日で廃止、既存施設の取り
壊し。H22年5月よりオープンの総合ス
ポーツセンターは指定管理者制度導
入。
指定管理者：報徳・サン・シンコーグ
ループ

指定管理者制度の導入により、経費の
節減に努める。
指定管理者：㈱まちづくり島田
指定管理料：6,200,000円
〔効果見込額〕▲200千円

指定管理者制度の導入により、経費の
節減に努める。
指定管理者：㈱まちづくり島田
指定管理料：6,400,000円
〔効果見込額〕▲200千円

公的施設については、廃止を含め、その必要性と維持管理などを十分検証し、真にやむを得ない施設の設置等に限り認めるものとする。また、公の施設については、現在直営で管理しているものも含め、管理のあり方について検証し、より良い市民サービスを経済的で効果的に提供する手法を積極
的に導入する。
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〔推進項目（2）効率的な公的施設の運営〕

北部デイサービス
センター
伊久身デイサービ
スセンター

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

養護老人ホーム
「ぎんもくせい」

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円）

効果見込額合計（円）

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円）

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円）

公的施設については、廃止を含め、その必要性と維持管理などを十分検証し、真にやむを得ない施設の設置等に限り認めるものとする。また、公の施設については、現在直営で管理しているものも含め、管理のあり方について検証し、より良い市民サービスを経済的で効果的に提供する手法を積極
的に導入する。

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組） 効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→ ) 24年度取組予定（→ ） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）

引き続き、指定管理者制度導入により
施設管理運営を行う。また来年度に向
けて、指定管理者選定委員会を開催す
る。指定管理者：(社)島田市社会福祉
協議会

引き続き、指定管理者制度導入により
施設管理運営を行う。
適切に管理されているか、毎月確認を
行う。

引き続き、指定管理者制度導入により
施設管理運営を行う。
適切に管理されているか、毎月確認を
行う。
指定管理者：(福)島田市社会福祉協議
会
指定管理料：０円

引き続き、指定管理者制度導入により
施設管理運営を行う。
適切に管理されているか、毎月確認を
行う。
指定管理者：(福)島田市社会福祉協議
会
指定管理料：０円
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管
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指定管理者制度の導入により、経費の
節減に努める。
指定管理者：(社)島田市社会福祉協議
会

指定管理者：(福)島田市社会福祉協議
会
指定管理料：０円

効果額は算出しない。（ただし、
指定管理料の増減が発生した場合
には、当該増減額を効果額とす
る。）

－

指定管理者制度の
導入により、経費
の節減に努める。

22年度取組実績（→） 23年度取組実績（→ ） 24年度取組実績（→） 25年度取組実績（→） 26年度取組実績（→）

長寿介護課

利用者からの利用料及び介護給付費で
賄われている為、指定管理料を支出し
ていない。
指定管理者：(社)島田市社会福祉協議
会

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

指定管理者選定委員会を開催し、引き
続き島田市社会福祉協議会を指定管理
者として選定した。

指定管理者：(福)島田市社会福祉協議
会
指定管理料：０円

指定管理者：(福)島田市社会福祉協議
会
指定管理料：０円
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引き続き指定管理者制度導入により施
設管理運営を行う。
指定管理者：(社)大井川厚生会

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→ ) 24年度取組予定（→ ） 25年度取組予定（→）

－

引き続き指定管理
者制度導入により
施設管理運営を行
う。

22年度取組実績（→） 23年度取組実績（→） 24年度取組実績（→） 25年度取組実績（→） 26年度取組実績（→）

長寿介護課

施設改修
指定管理者：(福)大井川厚生会
指定管理料：114,758,671円

引き続き指定管理者制度導入により施
設管理運営を行う。
指定管理者：(社)大井川厚生会
指定管理料：123,495,000円

引き続き指定管理者制度導入により施
設管理運営を行った。
指定管理者：(社)大井川厚生会
指定管理料：115,652,804円

指定管理者：(福)大井川厚生会
指定管理料：113,502,158円

期間満了に伴い、指定管理者の選定を
実施し、指定管理者が（福）大井川厚
生会から変更となる。
指定管理者：(福)大井川厚生会
指定管理料：110,160,911円

効果額は算出しない。

引き続き指定管理者制度導入により施
設管理運営を行う。
指定管理者：(社)大井川厚生会
指定管理料：121,952,000円

引き続き、指定管理者制度導入により
施設管理運営を行う。また来年度に向
けて、指定管理者選定委員会を開催す
る。
指定管理者：(福)大井川厚生会
指定管理料：123,175,940円

今年度より新たな指定管理者となっ
た。引き続き、指定管理者制度導入に
より施設管理運営を行う。
指定管理者：(福)牧ノ原やまばと学園
指定管理料：126,664,400円

指定管理者：(福)牧ノ原やまばと学園
指定管理料：103,114,881円

26年度取組予定（→）
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〔推進項目（2）効率的な公的施設の運営〕

市民会館
市民総合施設「プ
ラザおおるり」

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円）

効果見込額合計（円）

削減額 260,087 円 削減額 2,764,000 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 20,748,000 円 削減額合計（円） 23,772,087

効果額 260,087 円 効果額 2,764,000 円 効果額 2,764,000 円 効果額 2,764,000 円 効果額 23,512,000 円 効果額合計（円） 32,064,087

かなや会館

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 削減見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 153,171 円 削減見込額 － 円 削減額 -22,857 円 削減額合計（円） 130,314

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 153,171 円 削減見込額 － 円 効果額 -22,857 円 効果額合計（円） 130,314

公的施設については、廃止を含め、その必要性と維持管理などを十分検証し、真にやむを得ない施設の設置等に限り認めるものとする。また、公の施設については、現在直営で管理しているものも含め、管理のあり方について検証し、より良い市民サービスを経済的で効果的に提供する手法を積極
的に導入する。

指定管理者：島田市観光協会
指定管理料：800千円

指定管理者：島田市観光協会
指定管理料：800千円

指定管理者：島田市観光協会
指定管理料：822,857円

効果額は算出しない。（ただし、
指定管理料の増減が発生した場合
には、当該増減額を効果額とす
る。）

－

地域コミュニティ
活動等の推進によ
り、地域福祉の向
上を図るため、指
定管理者制度を活
用し、経費の節減
等を図る。

22年度取組実績（→） 23年度取組実績（→） 24年度取組実績（→） 25年度取組実績（→） 26年度取組実績（　）
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指定管理者：島田市観光協会
（委任期間 H21.4.1～H24.3.31）

H24年度から３年間の指定管理者を選
定

指定管理者：島田市観光協会
指定管理料：800千円

金谷南地域総合課

指定管理者として島田市観光協会に管
理委任

指定管理者：島田市観光協会
指定管理料：800千円

指定管理者：島田市観光協会
指定管理料：800千円

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）

指定管理者㈱まちづくり島田
指定管理料83,665千円
〔効果見込額〕2,764千円/年

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）
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H23年度からの指定管理者の選定
指定管理期間を５年に変更し、長期的
な視点からの事業実施・経費の節減を
図る。
指定管理者：㈱まちづくり島田
指定管理料 86,429千円

指定管理者㈱まちづくり島田
指定管理料83,665千円
〔効果見込額〕2,764千円/年

指定管理者㈱まちづくり島田
指定管理料62,917千円
〔効果見込額〕2,764千円/年
＊26年度からプラザおおるりのみ指定
管理（市民会館は、25年10月から休
館、26年4月1日から直営）

効果額は算出しない。（ただし、
指定管理料の増減が発生した場合
には、当該増減額を効果額とす
る。）

－

住民ニーズに、よ
り効果的かつ効率
的に対応するた
め、管理に民間の
能力やノウハウを
幅広く活用しつ
つ、芸術文化の振
興を図るととも
に、経費の節減等
を図る。

22年度取組実績（→） 23年度取組実績（→） 24年度取組実績（→） 25年度取組実績（→） 26年度取組実績（→）

指定管理者㈱まちづくり島田
指定管理料83,665千円
〔効果見込額〕2,764千円/年

指定管理者㈱まちづくり島田
指定管理料83,665千円
〔効果見込額〕2,764千円/年

文化課

㈱まちづくり島田を選定
H23～25年度  251,595千円
H20～22年度  260,087千円
差額8,492千円/3年

指定管理者㈱まちづくり島田
指定管理料83,665千円
〔効果〕2,764千円/年

指定管理者㈱まちづくり島田
指定管理料83,665千円
〔効果〕2,764千円/年

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

指定管理者㈱まちづくり島田
指定管理料     62,917千円
〔削減額〕     20,748千円/年
＊26年度からプラザおおるりのみ指定
管理（市民会館は、25年10月から休
館、26年4月1日から直営）

指定管理者：島田市観光協会
指定管理料：822,857円
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〔推進項目（2）効率的な公的施設の運営〕

東海道金谷宿お休
み処

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円）

効果見込額合計（円）

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 100,000 円 削減額 － 円 削減額 -43,000 円 削減額合計（円）

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 100,000 円 効果額 100,000 円 効果額 57,000 円 効果額合計（円）

ばらの丘公園、ば
らの館

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 -285,714 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 -285,714 円

削減見込額合計（円） -285,714

効果見込額合計（円） -285,714

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 -500,000 円 削減額 － 円 削減額 -285,714 円 削減額合計（円） -785,714

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 -500,000 円 効果額 -500,000 円 効果額 -785,714 円 効果額合計（円） -1,785,714

公的施設については、廃止を含め、その必要性と維持管理などを十分検証し、真にやむを得ない施設の設置等に限り認めるものとする。また、公の施設については、現在直営で管理しているものも含め、管理のあり方について検証し、より良い市民サービスを経済的で効果的に提供する手法を積極
的に導入する。

26年度取組実績（→）

指定管理者の継続
指定管理期間：５年（24～28年度）
指定管理者：㈱東海フォレスト
指定管理料：10,000千円（25年度分）
平成25年度入園者数　71,598人
対前年比　－1,878人
（うち団体客）　－11,212人

　

－

来園者の増加をハード面・ソフト面で
実施する。
指定管理者：(有)ローズショップ

21～23までの指定管理者：㈱ローズ
ショップ
指定管理料： 9,500千円
４者(1者辞退）によるプロポーザルの
実施により、㈱東海フォレストに28年
度までの5年間、委託する。

指定管理者が募集・審査により変更に
なる。
指定管理者：㈱東海フォレスト
管理期間が３年（21～23年度）から５
年（24～28年度）に変更

指定管理者の継続
指定管理期間：５年（24～28年度）
指定管理者：㈱東海フォレスト
指定管理料：10,285,714円（26年度
分）
効果見込額：△285,714円

・県外からの団体客の減少が多いこと
から、指定管理者へのアドバイスや協
議により入園者数の増加策を検討する
・イベント開催時の慢性的な駐車場不
足についてローズアリーナとの協議や
対応策を検討し来園者の利便性の向上
を図る

25年度取組実績（→）

市街地整備課

大温室・正面ばら園の新品種への植替
え
園内トイレの改修
新名所の創設（パワースポット）

22年度取組実績（→） 23年度取組実績（→） 24年度取組実績（→）

指定管理者の更新（募集・審査・
指名・引継ぎ）
指定管理期間５年に変更

来場者の増加を、ハード面、ソフト面
で実施する。
指定管理者：㈱東海フォレスト
指定管理料：　10,000千円円
〔効果見込額〕△500千円

市民サービスの向
上、経費節減を図
る。

指定管理者の継続
指定管理期間：５年（24～28年度）
指定管理者：㈱東海フォレスト

施設経営に関して指定管理者へのアド
バイスや協議により、指定管理者の収
支が改善され、指定管理料が将来的に
軽減できるよう指導を行っていく
　

効果額は算出しない。（ただし、
指定管理料の増減が発生した場合
には、当該増減額を効果額とす
る。）
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目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→）

指定管理者に対し、適正な管理運営の
ため指導を行った。
指定管理者：㈱丸紅
H25年度指定管理料　1,500千円

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組） 効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果26年度取組予定（→）
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引き続き、適正な管理運営のため指導
していく
指定管理者：㈱丸紅
H25年度指定管理料　1,500千円

引き続き、適正な管理運営のため指導
していく
指定管理者：㈱丸紅
H26年度指定管理料　1,543千円

＊消費税増税に伴い指定管理料が増え
た。

H24年度からの指定管理者を選定
H24指定管理者：㈱丸紅
H24年度指定管理料　1,500千円

効果額は算出しない。（ただし、
指定管理料の増減が発生した場合
には、当該増減額を効果額とす
る。）

－

地域文化の振興、
伝承など市民の交
流や文化活動の場
としての運営と観
光客誘致につい
て、より効果的か
つ効率的に対応す
るため、民間の能
力やノウハウを活
用し経費の節減等
を図る。 22年度取組実績（→） 23年度取組実績（→） 24年度取組実績（→） 25年度取組実績（→）

指定管理者：㈱静鉄レストラン
H22年度指定管理料　1,600千円

H24年度からの指定管理者の選定　指
定管理者：㈱静鉄レストラン
H23年度指定管理料　1,600千円

適正な管理運営のため指導していく
指定管理者：㈱丸紅
H24年度指定管理料　1,500千円
〔効果見込額〕100千円

観光課

指定管理者：㈱静鉄レストラン
H22年度指定管理料　1,600千円

指定管理者：㈱丸紅
H24年度指定管理料　1,500千円
〔効果額〕100千円

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

指定管理者の継続
指定管理期間：５年（24～28年度）
指定管理者：㈱東海フォレスト
指定管理料：10,285,714円（26年度
分）
平成26年度入園者数　62,812人
対前年比　　　　　　－8,786人
（うち団体客　）　　　－784人

指定管理者に対し、適正な管理運営の
ため指導を行った。
指定管理者：㈱丸紅
H26年度指定管理料　1,543千円

26年度取組実績（→）
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〔推進項目（2）効率的な公的施設の運営〕

堀之内・北地区多
目的集会施設

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

二俣地区多目的集
会施設

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
26年度取組予定（→）25年度取組予定（→）

－

26年度取組予定（→）

効果額は算出しない。（ただし、
指定管理料の増減が発生した場合
には、当該増減額を効果額とす
る。）

指定管理者：身成第一町内会
委託料：０円（H20年度以降指定管理
料０円）

公的施設については、廃止を含め、その必要性と維持管理などを十分検証し、真にやむを得ない施設の設置等に限り認めるものとする。また、公の施設については、現在直営で管理しているものも含め、管理のあり方について検証し、より良い市民サービスを経済的で効果的に提供する手法を積極
的に導入する。

指定管理者：身成第一町内会
指定管理料：0円（H20年度以降）

指定管理者：身成第一町内会
委託料：０円（H20年度以降指定管理
料０円）

今後も指定管理制度を継続する。

24年度取組実績（→）

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果
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25年度取組実績（→）

川根地域総合課

22年度取組実績（→）

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

26年度取組実績（→）
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指定管理者：身成第一町内会
委託料：０円（H20年度以降指定管理
料０円）

23年度取組実績（→）

23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→）

今後も指定管理者制度を継続する。
指定管理者：身成第一町内会
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）

今後も指定管理者制度を継続する。
指定管理者：身成第一町内会
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）

今後も指定管理者制度を継続する。
指定管理者：身成第一町内会
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）

今後も指定管理制度を継続する。
指定管理者：身成第一町内会
指定管理料：0円（H20年度以降）

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→）

地区住民による指
定管理とする。

25年度取組実績（→） 26年度取組実績（→）

今後も指定管理者制度を継続する。
指定管理者：篠上町内会
指定管理料：0円（H20年度以降）

今後も指定管理者制度を継続する。
指定管理者：篠上町内会
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）

今後も指定管理者制度を継続する。
指定管理者：篠上町内会
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）

今後も指定管理者制度を継続する。
指定管理者：篠上町内会
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）

今後も指定管理制度を継続する。

地区住民による指
定管理とする。

23年度取組実績（→）

指定管理者：篠上町内会
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）

指定管理者：篠上町内会
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）
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川根地域総合課

指定管理者：篠上町内会
指定管理料：0円（H20年度以降）

22年度取組実績（→）

指定管理者：篠上町内会
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）

効果額は算出しない。（ただし、
指定管理料の増減が発生した場合
には、当該増減額を効果額とす
る。）

－

24年度取組実績（→）　

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→)

指定管理者：身成第一町内会
委託料：０円（H20年度以降指定管理
料０円）

指定管理者：篠上町内会
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）

19/34



〔推進項目（2）効率的な公的施設の運営〕

原地区多目的集会
施設

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

石風呂地区多目的
集会施設

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

公的施設については、廃止を含め、その必要性と維持管理などを十分検証し、真にやむを得ない施設の設置等に限り認めるものとする。また、公の施設については、現在直営で管理しているものも含め、管理のあり方について検証し、より良い市民サービスを経済的で効果的に提供する手法を積極
的に導入する。

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→）

効果額は算出しない。（ただし、
指定管理料の増減が発生した場合
には、当該増減額を効果額とす
る。）

今後も指定管理者制度を継続する。
指定管理者：原八坂班
指定管理料：0円（H20年度以降）

今後も指定管理者制度を継続する。
指定管理者：原八坂班
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）

今後も指定管理者制度を継続する。
指定管理者：原八坂班
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）

今後も指定管理者制度を継続する。
指定管理者：原八坂班
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）

目標効果額の算出根拠

23年度取組実績（→）
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今後も指定管理制度を継続する。

地区住民による指
定管理とする。

22年度取組実績（→）

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

指定管理者：原八坂班
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）

指定管理者：原八坂班
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）

指定管理者：原八坂班
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）

川根地域総合課

指定管理者：原八坂班
指定管理料：0円（H20年度以降）

－

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）

24年度取組実績（→） 25年度取組実績（→） 26年度取組実績（→）

①
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今後も指定管理制度を継続する。

指定管理者：石風呂地区
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

具
体
的

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

今後も指定管理者制度を継続する。
指定管理者：石風呂地区
指定管理料：0円（H20年度以降）

今後も指定管理者制度を継続する。
指定管理者：石風呂地区
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）

今後も指定管理者制度を継続する。
指定管理者：石風呂地区
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）

今後も指定管理者制度を継続する。
指定管理者：石風呂地区
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）

地区住民による指
定管理とする。

22年度取組実績（→） 23年度取組実績（→） 24年度取組実績（→） 26年度取組実績（→）

指定管理者：石風呂地区
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）

指定管理者：石風呂地区
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）

指定管理者：石風呂地区
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）

川根地域総合課

効果額は算出しない。（ただし、
指定管理料の増減が発生した場合
には、当該増減額を効果額とす
る。）

－

25年度取組実績（→）

指定管理者：石風呂地区
指定管理料：0円（H20年度以降）

指定管理者：原八坂班
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）
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〔推進項目（2）効率的な公的施設の運営〕

市尾地区多目的集
会施設

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

笹間渡地区多目的
集会施設

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

23年度取組実績（→）

目標効果額の算出根拠

今後も指定管理者制度を継続する。
指定管理者：笹間渡町内会(笹間渡
区）
指定管理料：0円（H20年度以降）

今後も指定管理者制度を継続する。
指定管理者：笹間渡町内会(笹間渡
区）
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）

今後も指定管理者制度を継続する。
指定管理者：笹間渡町内会(笹間渡
区）
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）

今後も指定管理者制度を継続する。
指定管理者：笹間渡町内会(笹間渡
区）
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）

26年度取組予定（→）25年度取組予定（→）

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

公的施設については、廃止を含め、その必要性と維持管理などを十分検証し、真にやむを得ない施設の設置等に限り認めるものとする。また、公の施設については、現在直営で管理しているものも含め、管理のあり方について検証し、より良い市民サービスを経済的で効果的に提供する手法を積極
的に導入する。

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）

①
指
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者
制
度
の
効
果
的
な
導
入
と
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用

【
既
導
入
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設

】
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今後も指定管理制度を継続する。

地区住民による指
定管理とする。

22年度取組実績（→）

指定管理者：市尾１・２班
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）

指定管理者：市尾１・２班
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）

指定管理者：市尾１・２班
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）

川根地域総合課

指定管理者：市尾1・2班
指定管理料：0円（H20年度以降）

今後も指定管理者制度を継続する。
指定管理者：市尾1・2班
指定管理料：0円（H20年度以降）

23年度取組実績（→）

効果額は算出しない。（ただし、
指定管理料の増減が発生した場合
には、当該増減額を効果額とす
る。）

今後も指定管理者制度を継続する。
指定管理者：市尾１・２班
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）

今後も指定管理者制度を継続する。
指定管理者：市尾１・２班
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）

今後も指定管理者制度を継続する。
指定管理者：市尾１・２班
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）

指定管理者：市尾１・２班
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

24年度取組実績（→） 25年度取組実績（→） 26年度取組実績（→）

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→）

地区住民による指
定管理とする。

22年度取組実績（→） 24年度取組実績（→） 25年度取組実績（→） 26年度取組実績（→）

今後も指定管理制度を継続する。

効果額は算出しない。（ただし、
指定管理料の増減が発生した場合
には、当該増減額を効果額とす
る。）

－

指定管理者：笹間渡町内会(笹間渡
区）
指定管理料：0円（H20年度以降）

川根地域総合課

指定管理者：笹間渡町内会(笹間渡
区）
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）

指定管理者：笹間渡町内会(笹間渡
区）
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）

指定管理者：笹間渡町内会(笹間渡
区）
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）
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－

指定管理者：笹間渡町内会(笹間渡
区）
指定管理料：０円（H20年度以降指定
管理料０円）
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〔推進項目（2）効率的な公的施設の運営〕

川根デイサービス
センター

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

川根介護予防拠点
施設（ふれあい健
康プラザ）

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円）

効果見込額合計（円）

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 837,436 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） 837,436

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 837,436 円 効果額 837,436 円 効果額 837,436 円 効果額合計（円） 2,512,308

公的施設については、廃止を含め、その必要性と維持管理などを十分検証し、真にやむを得ない施設の設置等に限り認めるものとする。また、公の施設については、現在直営で管理しているものも含め、管理のあり方について検証し、より良い市民サービスを経済的で効果的に提供する手法を積極
的に導入する。

引き続き、指定管理者制度導入により
施設管理運営を行う。また来年度に向
けて、指定管理者選定委員会を開催す
る。指定管理者：(社)島田市社会福祉
協議会

引き続き、指定管理者制度導入により
施設管理運営を行う。
適切に管理されているか、毎月確認を
行う。
指定管理者：島田市社会福祉協議会
指定管理料：０円

引き続き、指定管理者制度導入により
施設管理運営を行う。
適切に管理されているか、毎月確認を
行う。
指定管理者：(福)島田市社会福祉協議
会
指定管理料：０円

具
体
的

No. 個別項目／具体的取組／担当課等
上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

指定管理者：(福)島田市社会福祉協議
会
指定管理料：０円

効果額は算出しない。（ただし、
指定管理料の増減が発生した場合
には、当該増減額を効果額とす
る。）

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）

長寿介護課

利用者からの利用料及び介護給付費で
賄われている為、指定管理料を支出し
ていない。
指定管理者：(社)島田市社会福祉協議
会

①
指
定
管
理
者
制
度
の
効
果
的
な
導
入
と
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用

【
既
導
入
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設

】
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指定管理者制度の導入により、経費の
節減に努める。
指定管理者：(社)島田市社会福祉協議
会

指定管理者制度の
導入により、経費
の節減に努める。

22年度取組実績（→） 23年度取組実績（→） 24年度取組実績（→） 25年度取組実績（→） 26年度取組実績（→）

引き続き、指定管理者制度導入により
施設管理運営を行う。
適切に管理されているか、毎月確認を
行う。
指定管理者：(福)島田市社会福祉協議
会
指定管理料：０円

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

指定管理者選定委員会を開催し、引き
続き島田市社会福祉協議会を指定管理
者として選定した。
H23年度指定管理料：0円

指定管理者：(福)島田市社会福祉協議
会
指定管理料：０円

指定管理者：(福)島田市社会福祉協議
会
指定管理料：０円

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）

引き続き、指定管理者制度導入により
施設管理運営を行う。
適切に管理されているか、毎月確認を
行う。
指定管理者：(福)島田市社会福祉協議
会
指定管理料：4,870,000円

引き続き、指定管理者制度導入により
施設管理運営を行う。
適切に管理されているか、毎月確認を
行う。
指定管理者：(福)島田市社会福祉協議
会
指定管理料：4,870,000円

①
指
定
管
理
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制
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指定管理者制度の導入により、経費の
節減に努める。
指定管理者：(社)島田市社会福祉協議
会

指定管理者：(福)島田市社会福祉協議
会
指定管理料：4,870,000円

26年度取組実績（→） －

指定管理者制度の
導入により、経費
の節減に努める。

22年度取組実績（→） 23年度取組実績（→） 24年度取組実績（→） 25年度取組実績（→）

長寿介護課

指定管理者制度の導入により、経費の
節減に努めた。
指定管理者：(社)島田市社会福祉協議
会
指定管理料：5,703,000円

現指定管理者制度の更新を向かえる
為、H24年度からの指定管理者の募
集・決定を行う。

引き続き、指定管理者制度導入により
施設管理運営を行う。
適切に管理されているか、毎月確認を
行う。
指定管理者：島田市社会福祉協議会
指定管理料：4,870,000円
〔効果見込額〕837,436円

指定管理者選定委員会を開催し、引き
続き島田市社会福祉協議会を指定管理
者として選定した。
指定管理料の削減が実現した。
H23年　5,710,000円→H24年
4,870,000円

指定管理者：(福)島田市社会福祉協議
会
指定管理料：4,870,000円

指定管理者：(福)島田市社会福祉協議
会
指定管理料：4,870,000円

効果額は算出しない。（ただし、
指定管理料の増減が発生した場合
には、当該増減額を効果額とす
る。）

－
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〔推進項目（2）効率的な公的施設の運営〕

川根地域交流セン
ター

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

川根温泉

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

26年度取組実績（→）

－

効果額は算出しない。（ただし、
指定管理料の増減が発生した場合
には、当該増減額を効果額とす
る。）

現指定管理期間の最終年度である。仕
様書に基づき事務処理・施設管理が行
われるよう指導監督していく。
また、H26からの新たな指定管理期間
が始まることから、仕様書等の見直し
を行う。

H26.4.1より、㈱川根町温泉が引き続
き、指定管理者として指定された。
仕様書、協定書に基づき、事務処理が
適切に行われるよう監督する。

26年度取組予定（→）25年度取組予定（→）

26年度取組予定（→）

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

公的施設については、廃止を含め、その必要性と維持管理などを十分検証し、真にやむを得ない施設の設置等に限り認めるものとする。また、公の施設については、現在直営で管理しているものも含め、管理のあり方について検証し、より良い市民サービスを経済的で効果的に提供する手法を積極
的に導入する。

①
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管
理
者
制
度
の
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果
的
な
導
入
と
活
用

【
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】
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今後も指定管理制度を継続する。

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→）

－

地区住民による指
定管理とする。

22年度取組実績（→） 23年度取組実績（→） 24年度取組実績（→） 25年度取組実績（→） 26年度取組実績（→）

川根地域総合課

指定管理者：抜里町内会
指定管理料：0円（H20年度以降）

今後も指定管理制度を継続する。
指定管理者：抜里町内会
指定管理料：0円（H20年度以降）

指定管理者：抜里町内会
委託料：０円（H20年度以降委託料0
円）

指定管理者：抜里町内会
委託料：０円（H20年度以降委託料0
円）

指定管理者：抜里町内会
委託料：０円（H20年度以降委託料０
円）

効果額は算出しない。（ただし、
指定管理料の増減が発生した場合
には、当該増減額を効果額とす
る。）

今後も指定管理制度を継続する。
指定管理者：抜里町内会
委託料：０円（H20年度以降委託料0
円）

今後も指定管理制度を継続する。
指定管理者：抜里町内会
委託料：０円（H20年度以降委託料0
円）

今後も指定管理制度を継続する。
指定管理者：抜里町内会
委託料：０円（H20年度以降委託料０
円）

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→）

24年度取組実績（→） 25年度取組実績（→）

今年度予定どおり指定管理者の募集を
行う。現協定事項を検証し、新しい募
集要項を作成し、適切な管理運営を依
頼していく。
指定管理者：㈱川根町温泉

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠

H23.4.1より、㈱川根町温泉が引き続
き、指定管理者として指定された。
仕様書に基づき、事務処理が適切に行
われるよう監督する。

H23に引き続き、仕様書に基づき事務
処理・施設管理が行われるよう指導監
督していく。

島田市指定管理者選定委員会
第１回　H22年7月8日
第２回　H22年10月15日
告示　　H22年12月17日
　
仕様書等を変更し、修繕積立金の明文
化、寄付金を納付金として納付率を定
めた。

H23.4.1より、㈱川根町温泉が引き続
き、指定管理者として指定された。
仕様書に基づき、事務処理が適切に行
われるよう監督する。

H23.4.1より、㈱川根町温泉が引き続
き、指定管理者として指定された。
仕様書に基づき、事務処理が適切に行
われるよう監督する。

島田市指定管理者選定委員会
第１回　H25年7月18日
第２回　H25年10月9日
告示　　H25年12月27日
　
仕様書、協定書等の見直しを行い、平
成26年度から5年間を指定した。

①
指
定
管
理
者
制
度
の
効
果
的
な
導
入
と
活
用

【
既
導
入
施
設

】

指定管理者制度の
導入により、経費
の節減に努める。

100

観光課

H26.4.1より、㈱川根町温泉が引き続
き、指定管理者として指定された。
仕様書に基づき、事務処理が適切に行
われるよう監督する。

22年度取組実績（→） 23年度取組実績（→）

指定管理者：抜里町内会
委託料：０円（H20年度以降委託料０
円）
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〔推進項目（2）効率的な公的施設の運営〕

一色・上河内区生
活改善センター

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

野外活動センター
「山の家」

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 2,758,000 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 -247,000 円 削減額合計（円） 2,511,000

効果額 2,758,000 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 -247,000 円 効果額合計（円） 2,511,000

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）
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者
制
度
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果
的
な
導
入
と
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用

【
既
導
入
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設

】

101

今後も指定管理制度を継続する。

公的施設については、廃止を含め、その必要性と維持管理などを十分検証し、真にやむを得ない施設の設置等に限り認めるものとする。また、公の施設については、現在直営で管理しているものも含め、管理のあり方について検証し、より良い市民サービスを経済的で効果的に提供する手法を積極
的に導入する。

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→）

指定管理者：一色･上河内町内会
指定管理料：0円（H20年度以降）

今後も指定管理制度を継続する。
指定管理者：一色･上河内町内会
指定管理料：0円（H20年度以降）

今後も指定管理制度を継続する。
指定管理者：一色･上河内町内会
委託料：０円（H20年度以降委託料0
円）

今後も指定管理制度を継続する。
指定管理者：一色･上河内町内会
委託料：０円（H20年度以降委託料0
円）

今後も指定管理制度を継続する。
指定管理者：一色･上河内町内会
委託料：０円（H20年度以降委託料０
円）

25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

効果額は算出しない。（ただし、
指定管理料の増減が発生した場合
には、当該増減額を効果額とす
る。）

－

地区住民による指
定管理とする。

22年度取組実績（→） 23年度取組実績（→） 24年度取組実績（→） 25年度取組実績（→） 26年度取組実績（→）

川根地域総合課

26年度取組予定（→）

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

今後も指定管理制度を継続する。
指定管理者：一色･上河内町内会
委託料：０円（H20年度以降委託料0
円）

今後も指定管理制度を継続する。
指定管理者：一色･上河内町内会
委託料：０円（H20年度以降委託料0
円）

今後も指定管理制度を継続する。
指定管理者：一色･上河内町内会
委託料：０円（H20年度以降委託料０
円）

今後も指定管理制度を継続する。
指定管理者：一色･上河内町内会
委託料：０円（H20年度以降委託料０
円）

①
指
定
管
理
者
制
度
の
効
果
的
な
導
入
と
活
用

【
既
導
入
施
設

】

102

指定管理者制度の導入により、経費の
節減に努める。
指定管理者：NPO法人いこいの広場

指定管理者制度を引き続き導入し、経
費の節減に努めた。
H26年度指定管理料：8,447千円
指定管理者：NPO法人いこいの広場

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→）

24年度取組実績（→） 25年度取組実績（→） 26年度取組実績（　）

社会教育課

指定管理者制度導入
H17導入前所要額:10,970千円
H22年度指定管理料：8,212千円
指定管理者：NPO法人いこいの広場
〔効果額〕2,758千円

指定管理者制度を引き続き導入し、経
費の節減に努める。
H23年度指定管理料：8,200千円
指定管理者：NPO法人いこいの広場

指定管理者制度を引き続き導入し、経
費の節減に努める。
H25年度指定管理料：8,200千円
指定管理者：NPO法人いこいの広場

指定管理者制度を引き続き導入し、経
費の節減に努める。
H26年度指定管理料：8,447千円
指定管理者：NPO法人いこいの広場

指定管理者制度を引き続き導入し、経
費の節減に努めた。
H23年度指定管理料：8,200千円
指定管理者：NPO法人いこいの広場

指定管理者制度を引き続き導入し、経
費の節減に努めた。
H24年度指定管理料：8,200千円
指定管理者：NPO法人いこいの広場
H25以降の指定管理者選定を行った。
・指定期間：H25～H29
・指定管理者：NPO法人いこいの広場

指定管理者制度を引き続き導入し、経
費の節減に努めた。
H25年度指定管理料：8,200千円
指定管理者：NPO法人いこいの広場

効果額は算出しない。（ただし、
指定管理料の増減が発生した場合
には、当該増減額を効果額とす
る。）

－

指定管理者制度の
導入により、経費
の節減に努める。

22年度取組実績（→） 23年度取組実績（→）

指定管理者制度を引き続き導入し、経
費の節減に努める。
H24年度指定管理料：8,200千円
指定管理者：NPO法人いこいの広場
H25以降の指定管理者選定を行う。
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〔推進項目（2）効率的な公的施設の運営〕

お茶の郷

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 -9,746,000 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） -9,746,000

効果額 -9,746,000 円 効果見込額 -9,746,000 円 効果見込額 -9,746,000 円 効果額 -4,746,000 円 効果額 -6,461,000 円 効果額合計（円） -40,445,000

金谷生きがいセン
ター

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 2,000,000 円 削減額 － 円 削減額 -884,000 円 削減額合計（円） 1,116,000

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 2,000,000 円 効果額 2,000,000 円 効果額 1,116,000 円 効果額合計（円） 5,116,000

お茶の郷の適正な管理・運営につい
て、指定管理者に対して指導した。
指定管理者：お茶の郷ハラダ・静鉄レ
ストランJV（H22～H24年度／第３年
度）
H19～H21  　55,254千円/年
H23年度　　 65,000千円/年
差引       ▲9,746千円/年

お茶の郷の適正な管理・運営につい
て、指定管理者に対して指導した。
指定管理者：ハラダ製茶㈱（H25～H29
／第1年度）
H19～H21  　55,254千円/年
H25年度　　 60,000千円/年
差引       ▲4,746千円/年

お茶の郷の適正な管理・運営につい
て、指定管理者に対して指導した。
指定管理者：お茶の郷ハラダ・静鉄レ
ストランJV（H22～24年度）
前期との比較
〔効果額〕▲9,746千円

お茶の郷の適正な管理・運営につい
て、指定管理者に対して指導した。
指定管理者：ハラダ製茶㈱（H25～H29
／第２年度）
H19～H21  　55,254千円/年
H26年度　　 61,715千円/年
差引       ▲6,461千円/年

26年度取組実績（→）24年度取組実績（→） 25年度取組実績（→）

公的施設については、廃止を含め、その必要性と維持管理などを十分検証し、真にやむを得ない施設の設置等に限り認めるものとする。また、公の施設については、現在直営で管理しているものも含め、管理のあり方について検証し、より良い市民サービスを経済的で効果的に提供する手法を積極
的に導入する。

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

農林課

お茶の郷の適正な管理・運営につい
て、指定管理者に対して指導する。
指定管理者：お茶の郷ハラダ・静鉄レ
ストランJV
H19～H21  55,254千円/年
H22～H24  65,000千円/年
差引     ▲9,746千円/年

①
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お茶の郷の適正な管理・運営につい
て、指定管理者に対して指導する。
指定管理者：お茶の郷ハラダ・静鉄レ
ストランJV
H19～H21  55,254千円/年
H22～H24  65,000千円/年
差引     ▲9,746千円/年

指定管理者制度の
導入により、経費
の節減に努める。

22年度取組実績（→） 23年度取組実績（→）

お茶の郷の適正な管理・運営につい
て、指定管理者に対して指導した。
指定管理者：お茶の郷ハラダ・静鉄レ
ストランJV（H22～H24年度／第２年
度）
H19～H21  　55,254千円/年
H23年度　　 65,000千円/年
差引       ▲9,746千円/年

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

効果額は算出しない。（ただし、
指定管理料の増減が発生した場合
には、当該増減額を効果額とす
る。）

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）

指定管理者：㈱まちづくり島田
指定管理料32,950千円

指定管理者：㈱まちづくり島田
指定管理料30,950千円
〔効果見込額〕2,000千円

指定管理者：㈱まちづくり島田
指定管理料30,950千円
〔効果見込額〕2,000千円

指定管理者：㈱まちづくり島田
指定管理料30,950千円
〔効果見込額〕2,000千円

①
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104

指定管理者：㈱まちづくり島田
指定管理料32,950千円

地域住民ニーズ
に、より効果的か
つ効率的に対応す
るため、管理に民
間の能力やノウハ
ウを幅広く活用し
つつ、芸術文化の
振興を図るととも
に、経費の節減等
を図る。

24年度取組実績（→） 25年度取組実績（→） 26年度取組実績（→）

効果額は算出しない。（ただし、
指定管理料の増減が発生した場合
には、当該増減額を効果額とす
る。）

－

－

目標効果額の算出根拠

お茶の郷の適正な管理・運営につい
て、指定管理者に対して指導する。
指定管理者：お茶の郷ハラダ・静鉄レ
ストランJV（H22～H24／第３年度）
H19～H21  　55,254千円/年
H24年度　　 65,000千円/年
差引       ▲9,746千円/年

お茶の郷の適正な管理・運営につい
て、指定管理者に対して指導する。
指定管理者：ハラダ製茶㈱（H25～H29
／第５年度）
H19～H21  　55,254千円/年
H25年度　　 60,000千円/年
差引       ▲4,746千円/年

22年度取組実績（→）

指定管理者：㈱まちづくり島田
指定管理料32,950千円

指定管理者：㈱まちづくり島田
指定管理料30,950千円
〔効果〕2,000千円

指定管理者：㈱まちづくり島田
指定管理料30,950千円
〔効果見込額〕2,000千円

文化課

23年度取組実績（→）

指定管理者：㈱まちづくり島田
指定管理料      31,834千円
〔効果額〕        -884千円

お茶の郷の適正な管理・運営につい
て、指定管理者に対して指導する。
指定管理者ハラダ製茶㈱（H25～H29／
第５年度）
H19～H21  　55,254千円/年
H26年度　　 61,715千円/年
（消費税率改定による増額）
差引       ▲6,461千円/年

指定管理者：㈱まちづくり島田
指定管理料32,950千円
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〔推進項目（2）効率的な公的施設の運営〕

山村都市交流セン
ター「ささま」

削減見込額 6,279,000 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 6,279,000 円 効果見込額 6,279,000 円 効果見込額 6,279,000 円 効果見込額 6,279,000 円 効果見込額 6,279,000 円

削減見込額合計（円） 6,279,000

効果見込額合計（円） 31,395,000

削減額 6,279,000 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 -496,000 円 削減額合計（円） 5,783,000

効果額 6,279,000 円 効果額 6,279,000 円 効果額 6,279,000 円 効果額 6,279,000 円 効果額 5,783,000 円 効果額合計（円） 30,899,000

総合スポーツセン
ター
中央公園庭球場
中央公園親子プー
ル
伊太庭球場

削減見込額 23,077,202 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 23,077,202 円 効果見込額 23,077,202 円 効果見込額 23,077,202 円 効果見込額 23,077,202 円 効果見込額 23,077,202 円

削減見込額合計（円） 23,077,202

効果見込額合計（円） 115,386,010

削減額 40,280,786 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 -1,790,000 円 削減額合計（円） 38,490,786

効果額 40,280,786 円 効果額 45,738,040 円 効果額 47,023,040 円 効果額 48,712,040 円 効果額 46,922,040 円 効果額合計（円） 228,675,946

公的施設については、廃止を含め、その必要性と維持管理などを十分検証し、真にやむを得ない施設の設置等に限り認めるものとする。また、公の施設については、現在直営で管理しているものも含め、管理のあり方について検証し、より良い市民サービスを経済的で効果的に提供する手法を積極
的に導入する。

引き続き指定管理者による管理
指定管理者：報徳・サン・シンコーグ
ループ
指定管理料：66,933千円

引き続き指定管理者による管理（更
新）
指定管理者：報徳・サン・シンコーグ
ループ
指定管理料：63,959千円

26年度取組実績（→）24年度取組実績（→）

22年5月から指定管理者導入
指定管理者：報徳・サン・シンコーグ
ループ
指定管理料：63,001千円

引き続き指定管理者による管理を行
う。
指定管理者：報徳・サン・シンコーグ
ルプ
指定管理料：65,749千円

引き続き指定管理者による管理を行
う。
指定管理者：報徳・サン・シンコーグ
ループ
指定管理料：66,933千円

引き続き指定管理者による管理を行
う。
指定管理者：報徳・サン・シンコーグ
ルプ
指定管理料：65,648千円

引き続き指定管理者による管理を行
う。（更新）
指定管理者：報徳・サン・シンコーグ
ルプ
指定管理料：63,959千円

平成22年５月から
指定管理者を導入
する。

平成21年度に係る直営運営費が算
出不可のため、想定した指定管理
料と実際の指定管理料との差額を
効果額とする。【指定管理者が実
施した場合の運営費（183,681,040
円）×61.34059％≒112,671,040
円】112,671,040円－実際の指定管
理料

直営とした場合の運営費
（206,758,242円）－指定管
理者が実施した場合の運
営費（183,681,040円）＝
23,077,202円

引き続き指定管理者による管理
指定管理者：報徳・サン・シンコーグ
ループ
指定管理料：65,648千円

引き続き指定管理者による管理。
指定管理者：報徳・サン・シンコーグ
ルプ
指定管理料：65,749千円

25年度取組実績（→）23年度取組実績（→）

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→）

個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

26年度取組予定（→）

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）
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】

105

指定管理者制度の導入により、経費の
節減に努める。
指定管理者：企業組合くれば

社会教育課

指定管理者制度を引き続き導入し、経
費の節減に努める。
指定管理者：企業組合くれば

22年度取組実績（◎）

山村都市交流セン
ターささまは、平
成22年度から指定
管理者による管理
運営を行う。
H21予算額：19,779
千円(委託料)
H22予算額：13,500
千円(指定管理料)

平成21年度に係る直営運営費と管
理料との差額を効果額とする。

効果額は算出しない。（ただし、
指定管理料の増減が発生した場合
には、当該増減額を効果額とす
る。）

「平成21年度における指
定管理者制度で運用した
場合の経費」－「平成21年
度における直営で運用し
た場合の経費」＝6,279千
円/年

25年度取組実績（→） 26年度取組実績（→）

指定管理者制度を引き続き導入し、経
費の節減に努める。
H24年度指定管理料：13,500千円
指定管理者：企業組合くれば

指定管理者制度を引き続き導入し、経
費の節減に努める。
H23年度指定管理料：13,500千円
〔効果額〕6,279千円
指定管理者：企業組合くれば

指定管理者制度を引き続き導入し、経
費の節減に努めた。
H24年度指定管理料：13,500千円
指定管理者：企業組合くれば
H25以降の指定管理者選定を行った。
・指定期間：H25～H29
・指定管理者：企業組合くれば

指定管理者制度を引き続き導入し、経
費の節減に努める。
H25年度指定管理料：13,500千円
指定管理者：企業組合くれば

指定管理者制度を引き続き導入し、経
費の節減に努める。
H23年度指定管理料：13,500千円
〔効果額〕6,279千円
指定管理者：企業組合くれば

指定管理者制度を引き続き導入し、経
費の節減に努める。
H24年度指定管理料：13,500千円
〔効果見込額〕6,279千円
指定管理者：企業組合くれば
H25以降の指定管理者選定を行う。

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠

24年度取組実績（→）

具
体
的
事

指定管理者制度を引き続き導入し、経
費の節減に努める。
H26年度指定管理料：13,886千円
指定管理者：企業組合くれば

H22年5月から指定管理者導入（11ヶ
月）
指定管理者：報徳・サン・シンコーグ
ループ
指定管理料：63,001千円

23年度取組実績（→）

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

具
体
的
事

No.
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スポーツ振興課

22年度取組実績（◎）

指定管理者制度を引き続き導入し、経
費の節減に努めた。
H26年度指定管理料：13,996千円
指定管理者：企業組合くれば

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）
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〔推進項目（2）効率的な公的施設の運営〕

中央公園（庭球
場、親子プール）

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

川根文化センター
「チャリム21」

削減見込額 8,900,000 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 8,900,000 円 効果見込額 8,900,000 円 効果見込額 8,900,000 円 効果見込額 8,900,000 円 効果見込額 8,900,000 円

削減見込額合計（円） 8,900,000

効果見込額合計（円） 44,500,000

削減額 4,700,000 円 削減見込額 165,000 円 削減見込額 166,000 円 削減額 -785,000 円 削減見込額 -906,000 円 削減額合計（円） 3,340,000

効果額 4,700,000 円 効果見込額 4,865,000 円 効果見込額 5,031,000 円 効果額 4,246,000 円 効果額 3,340,000 円 効果額合計（円） 22,182,000

公的施設については、廃止を含め、その必要性と維持管理などを十分検証し、真にやむを得ない施設の設置等に限り認めるものとする。また、公の施設については、現在直営で管理しているものも含め、管理のあり方について検証し、より良い市民サービスを経済的で効果的に提供する手法を積極
的に導入する。
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指定管理者：NPO法人NPOまちづくり
            川根の会
    指定管理料34,389千円

平成21年度に係る直営運営費と管
理料との差額を効果額とする。

「平成21年度における指
定管理者制度で運用した
場合の経費」－「平成21年
度における直営で運用し
た場合の経費」＝8,900千
円/年

地域住民ニーズ
に、より効果的か
つ効率的に対応す
るため、管理に民
間の能力やノウハ
ウを幅広く活用し
つつ、芸術文化の
振興を図るととも
に、経費の節減等
を図る。

22年度取組実績（◎） 23年度取組実績（→） 24年度取組実績（→） 25年度取組実績（→） 26年度取組実績（→）

指定管理者：NPO法人NPOまちづくり
川根の会

指定管理料34,843千円

26年度取組予定（→）

指定管理者：NPO法人NPOまちづくり
            川根の会
      指定管理料34,224千円

指定管理者：NPO法人NPOまちづくり
川根の会

指定管理料34,058千円

文化課

指定管理者：NPO法人NPOまちづくり
            川根の会
      指定管理料34,389千円
     〔効果額〕-4,700千円

指定管理者：NPO法人NPOまちづくり
            川根の会
      指定管理料34,224千円
     〔効果額〕-4,865千円

指定管理者：NPO法人NPOまちづくり
            川根の会
      指定管理料34,058千円
     〔効果額〕-5,031千円

指定管理者：NPO法人NPOまちづくり
川根の会

指定管理料34,843千円

指定管理者：NPO法人NPOまちづくり
川根の会

指定管理料35,749千円

－

総合スポーツセン
ターの指定管理者
制度導入に併せ
て、平成22年５月
から当該施設も指
定管理者による管
理となる。

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→）

26年度取組実績（　）

スポーツ振興課

H22年5月よりNo.106へ統合

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

25年度取組予定（　）

22年度取組実績（◎）

H22年5月から指定管理者導入
指定管理者：報徳・サン・シンコーグ
ループ

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

26年度取組予定（　）
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22年度取組予定(→) 23年度取組予定(　) 24年度取組予定（　）

23年度取組実績（　） 24年度取組実績（　） 25年度取組実績（　）

目標効果額の算出根拠
効果額算出根拠又は

効果額が算出できない場合の効果

指定管理者：NPO法人NPOまちづくり
　　　　　　川根の会
指定管理料　　35,749千円
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〔推進項目（2）効率的な公的施設の運営〕

老人福祉センター
「伊太なごみの
里」

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

都市公園（128箇
所）

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

効果額は算出しない。
導入された場合には、多様化する
住民ニーズに、より効果的かつ効
率的に対応するため、公の施設の
管理に民間の能力等を活用し、住
民サービスの向上は見込まれる
が、維持管理のみであるため、大
幅な経費削減は見込めない。

次年度の業務委託の取扱いについて庁
内（建設課・スポーツ課）での検討を
経て、引き続きまちづくり島田と契約
を締結する方向で部長会議にて了承を
得た。
前年度に引続き各公園ごとの業務仕様
により維持管理を行った。

指定管理を行って
いる市へ視察調査
を実施中。（資料
収集及び実施後の
状況調査）
今後、スポーツ課
と実施について調
整を図る。

有料公園以外の公園では収益がないこ
とから、指定管理にはそぐわない。
当面は業務委託を続けることから各公
園の業務仕様を作成した。

有料公園以外の公園では収益がないこ
とから、指定管理にはそぐわない。
当面は業務委託を続けることから各公
園の業務仕様を作成した。

次年度の業務委託の取扱いについては
26・9に実施された事業仕分けにおい
て競争原理を働かせるため「入札で業
務発注すべき」との結論がだされた。
維持管理については前年度に引続き各
公園ごとの業務委託により維持管理を
行った。
公園数：136公園

23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）

市内の公園（１３３箇所）について管
理業務委託を委託し、公園の維持管理
を行っている
管理委託者の継続
管理委託者：㈱まちづくり島田
平成25年度に引続き随意契約により業
務委託を行う

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

運営管理経費や施
設利用形態をによ
り、指定管理者制
度導入の適否を検
討する。

22年度取組実績（→）

23年度取組実績（→）

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→)

引き続き指定管理者制について調査研
究を行う。
当面は業務委託を続けることから各公
園の業務仕様を作成していく。

22年度取組実績（→） 24年度取組実績（→）
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㈱まちづくり島田に随意契約にて委託
している関係課（スポーツ課・建設
課）と年度当初に協議を行い、方向性
を決定する。

25年度取組実績（→） 26年度取組実績（→）

市街地整備課

県内の市町に調査を実施した結果有料
公園以外の公園では指定管理に馴染ま
ないことから大部分の自治体で指定管
理は実施していないことから、引き続
き㈱まちづくり島田と随意契約を行っ
た。（概ね３年間）

指定管理者導入について情報収集を行
うとともに、競争入札のための各公園
の仕様書を作成していく。
23年度から25年度までは引き続き、随
意契約により業務委託を行う。

市内の公園（１２８箇所）について管
理業務委託を委託し、公園の維持管理
を行っている
管理委託者の継続
管理委託者：㈱まちづくり島田

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）
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施設運営実績を把握し、指定管理導入
を検討する。

引き続き、田代の里温泉の指定管理者
制度導入の状況を考慮し、指定管理者
制度導入の適否を検討する。

嘱託員、臨時職員の配置によりコスト
削減を図った。センターの事業は、社
会福祉団体の活動のための施設の提
供、老人クラブの活動の支援に関する
こと等、指定管理制度にはそぐわない
ため、指定管理制度導入の予定はな
い。

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

嘱託員、臨時職員の配置を検討するこ
とにより、コスト削減を図る予定であ
るため、指定管理制度導入の予定はな
い。

効果額は算出しない。
導入された場合には、多様化する
住民ニーズに、より効果的かつ効
率的に対応するため、公の施設の
管理に民間の能力等を活用し、住
民サービスの向上と経費の縮減が
見込まれる。

23年度取組実績（→） 24年度取組実績（→） 25年度取組実績（→） 26年度取組実績（◎）

田代の里温泉の指定管理者制度導入の
状況を考慮し、指定管理者制度導入の
適否を検討する。

田代の里温泉の指定管理者制度導入の
状況を考慮し検討したが、導入までに
至らなかった。

引き続き、田代の里温泉の指定管理者
制度導入の状況を考慮し、指定管理者
制度導入の適否を検討する。

22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）

長寿介護課

指定管理者制度の適否の決定には至ら
なかった。

田代の里温泉の指定管理者制度導入の
状況を考慮し検討したが、導入までに
至らなかった。

田代の里温泉の指定管理者制度導入の
状況を考慮し検討したが、導入までに
至らなかった。

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

公的施設については、廃止を含め、その必要性と維持管理などを十分検証し、真にやむを得ない施設の設置等に限り認めるものとする。また、公の施設については、現在直営で管理しているものも含め、管理のあり方について検証し、より良い市民サービスを経済的で効果的に提供する手法を積極
的に導入する。

目標効果額の算出根拠
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〔推進項目（2）効率的な公的施設の運営〕

田代の郷温泉「伊
太和里の湯」

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 70,000,000 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 70,000,000 円 効果見込額 70,000,000 円 効果見込額 70,000,000 円

削減見込額合計（円） 70,000,000

効果見込額合計（円） 210,000,000

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

島田市こども館

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円）

効果見込額合計（円）

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

引き続き指定管理者導入のため、温泉
の安定供給と管理運営方法を研究し、
指定管理者にとっても採算の取れる魅
力ある施設として提供できるか検討し
ていく。

引き続き指定管理者導入のため、温泉
の安定供給と管理運営方法を研究し、
指定管理者にとっても採算の取れる魅
力ある施設として提供できるか検討し
ていく。

観光課

湯量の減少により、安定した運営が確
保できないため、H24年度からの指定
管理者導入を再検討した。

指定管理者導入のため、温泉の安定供
給と管理運営方法を研究し、指定管理
者にとっても採算の取れる魅力ある施
設として提供できるか検討していく。

H24年度から指定管理者が適切に管理
運営できるかどうか更なる調査検討を
進める。

平成24年度から指
定管理者制度を導
入する方向で検討
していきたい。市
直営による２年間
の運営実績に基づ
き、収支バランス
（入湯税の検討を
含む）を考慮し、
指定管理料の有無
を検討する。

指定管理者導入のため、温泉の安定供
給と管理運営方法を研究し、指定管理
者にとっても採算の取れる魅力ある施
設として提供できるか検討した。

指定管理者導入のため、温泉の安定供
給と管理運営方法を研究し、指定管理
者にとっても採算の取れる魅力ある施
設として提供できるか検討した。

指定管理者導入のため、温泉の安定供
給と管理運営方法を研究し、指定管理
者にとっても採算の取れる魅力ある施
設として提供できるか検討した。

効果額は算出しない。
導入された場合には、多様化する
住民ニーズに、より効果的かつ効
率的に対応するため、公の施設の
管理に民間の能力等を活用し、住
民サービスの向上は見込まれる
が、維持管理のみであるため、大
幅な経費削減は見込めない。

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

「平成21年度における指
定管理者制度で運用した
場合の経費」－「平成21年
度における直営で運用し
た場合の経費」＝70,000
千円/年

26年度取組予定（→）

25年度取組実績（→）22年度取組実績（→） 23年度取組実績（→） 24年度取組実績（→）

指定管理者制度導入に向けて、行政財
産使用許可申請者の今後の在り方、採
算性が確保できる施設運営の在り方な
ど具体的検討を行い、導入方法、導入
時期などの方針を確定させる。

公的施設については、廃止を含め、その必要性と維持管理などを十分検証し、真にやむを得ない施設の設置等に限り認めるものとする。また、公の施設については、現在直営で管理しているものも含め、管理のあり方について検証し、より良い市民サービスを経済的で効果的に提供する手法を積極
的に導入する。

個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）
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目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→）

具
体
的
事

No.

25年度取組予定（→）

平成27年4月より、指定管理者制度
を導入

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

25年度取組実績（→） 26年度取組実績（○）23年度取組実績（　） 24年度取組実績（→）

22年度取組予定(　)

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
23年度取組予定(　) 24年度取組予定（→）

平成27年4月から指
定管理者制度を導
入する。

具
体
的
事

22年度取組実績（　）

No. 個別項目／具体的取組／担当課等
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子育て応援課
（児童課）

平成24年8月　島田市こども館開館

「民間事業者等の創意工夫により、利
用者に対する質の高いサービスの提
供」が期待できることから指定管理者
制度を導入を検討した。

平成27年4月より、指定管理者制度を
導入することとなった。

指定管理者：東海ビル管理㈱
指定期間　：平成27年4月1日
　　　　　　　　～平成32年3月31日
指定管理料：5ヵ年133,973,000円
　　（平成27年度： 26,500,000円）

26年度取組予定（→）

引き続き指定管理者制度導入に向けて
調査・検討を行った。平成28年４月か
ら制度導入するため、平成27年３月開
催の行政経営会議に諮り承認が得られ
条例の一部改正案を作成した。

26年度取組実績（→）
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〔推進項目（2）効率的な公的施設の運営〕

金谷体育センター

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円）

効果見込額合計（円）

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円）

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円）

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠

引き続き直営による管理を行う。 引き続き直営による管理を行う。
直営とし、引き続き指定管理者制度の
導入を検討していく。

効果額は算出しない。
導入された場合には、多様化する
住民ニーズに、より効果的かつ効
率的に対応するため、公の施設の
管理に民間の能力等を活用し、住
民サービスの向上と経費の縮減が
見込まれる。

－

当分の間直営と
し、引き続き指定
管理者制度の導入
を検討していく。

22年度取組実績（→） 25年度取組実績（→）

引き続き直営による管理を行った。 引き続き直営による管理を行った。

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）

引き続き直営による管理を行う。

引き続き直営による管理を行った。

23年度取組実績（→）
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24年度取組実績（→） 26年度取組実績（→）

引き続き直営による管理を行う。

スポーツ振興課

新たに3ヵ年は直営とし、その後は市
街地整備課と実施について調整を図る
が当面は予定なし。

引き続き直営による管理を行った。

公的施設については、廃止を含め、その必要性と維持管理などを十分検証し、真にやむを得ない施設の設置等に限り認めるものとする。また、公の施設については、現在直営で管理しているものも含め、管理のあり方について検証し、より良い市民サービスを経済的で効果的に提供する手法を積極
的に導入する。
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〔推進項目（2）効率的な公的施設の運営〕

大井川緑地（左岸
側）

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

横井運動場公園

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組） 効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

公的施設については、廃止を含め、その必要性と維持管理などを十分検証し、真にやむを得ない施設の設置等に限り認めるものとする。また、公の施設については、現在直営で管理しているものも含め、管理のあり方について検証し、より良い市民サービスを経済的で効果的に提供する手法を積極
的に導入する。

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）

引き続き直営による管理を行う。 引き続き直営による管理を行う。 引き続き直営による管理を行う。 引き続き直営による管理を行う。
引き続き指定管理者制度の導入を検討
していく。

効果額は算出しない。
導入された場合には、多様化する
住民ニーズに、より効果的かつ効
率的に対応するため、公の施設の
管理に民間の能力等を活用し、住
民サービスの向上と経費の縮減が
見込まれる。

－

引き続き、指定管
理者制度の導入を
検討していく。

22年度取組実績（→） 23年度取組実績（→） 24年度取組実績（→）

スポーツ振興課

新たに3ヵ年は直営とし、その後は市
街地整備課と実施について調整を図る
が当面は予定なし。

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

引き続き直営による管理を行った。 引き続き直営による管理を行った。

①
指
定
管
理
者
制
度
の
効
果
的
な
導
入
と
活
用

【
導
入
検
討
施
設

】

113

23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）

25年度取組実績（→） 26年度取組実績（→）

①
指
定
管
理
者
制
度
の
効
果
的
な
導
入
と
活
用

【
導
入
検
討
施
設

】

114

引き続き指定管理者制度の導入を検討
していく。

引き続き直営による管理を行った。 引き続き直営による管理を行った。

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→)

スポーツ振興課

新たに3ヵ年は直営とし、その後は市
街地整備課と実施について調整を図る
が当面は予定なし。

引き続き直営による管理を行う。 引き続き直営による管理を行う。 引き続き直営による管理を行う。 引き続き直営による管理を行う。

引き続き、指定管
理者制度の導入を
検討していく。

22年度取組実績（→） 23年度取組実績（→） 24年度取組実績（→） 25年度取組実績（→） 26年度取組実績（→）

引き続き直営による管理を行った。 引き続き直営による管理を行った。 引き続き直営による管理を行った。 引き続き直営による管理を行った。

効果額は算出しない。
導入された場合には、多様化する
住民ニーズに、より効果的かつ効
率的に対応するため、公の施設の
管理に民間の能力等を活用し、住
民サービスの向上と経費の縮減が
見込まれる。

－
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〔推進項目（2）効率的な公的施設の運営〕

大井川緑地（金谷
側）

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

谷口スポーツ広場
大井川さくら緑地

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

公的施設については、廃止を含め、その必要性と維持管理などを十分検証し、真にやむを得ない施設の設置等に限り認めるものとする。また、公の施設については、現在直営で管理しているものも含め、管理のあり方について検証し、より良い市民サービスを経済的で効果的に提供する手法を積極
的に導入する。

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

①
指
定
管
理
者
制
度
の
効
果
的
な
導
入
と
活
用

【
導
入
検
討
施
設

】

115

引き続き指定管理者制度の導入を検討
していく。

引き続き直営による管理を行った。

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

24年度取組実績（→） 25年度取組実績（→） 26年度取組実績（→）

スポーツ振興課

新たに3ヵ年は直営とし、その後は市
街地整備課と実施について調整を図る
が当面は予定なし。

引き続き直営による管理を行う。 引き続き直営による管理を行う。 引き続き直営による管理を行う。 引き続き直営による管理を行う。

引き続き直営による管理を行った。 引き続き直営による管理を行った。 引き続き直営による管理を行った。

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

効果額は算出しない。
導入された場合には、多様化する
住民ニーズに、より効果的かつ効
率的に対応するため、公の施設の
管理に民間の能力等を活用し、住
民サービスの向上と経費の縮減が
見込まれる。

－

引き続き、指定管
理者制度の導入を
検討していく。

22年度取組実績（→） 23年度取組実績（→）

目標効果額の算出根拠
25年度取組予定（→）

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→）

引き続き直営による管理を行った。 引き続き直営による管理を行った。

24年度取組実績（→） 25年度取組実績（→） 26年度取組実績（→）23年度取組実績（→）

26年度取組予定（→）

スポーツ振興課

新たに3ヵ年は直営とし、その後は市
街地整備課と実施について調整を図る
が当面は予定なし。

引き続き直営による管理を行う。 引き続き直営による管理を行う。 引き続き直営による管理を行う。 引き続き直営による管理を行う。

引き続き直営による管理を行った。 引き続き直営による管理を行った。

効果額は算出しない。
導入された場合には、多様化する
住民ニーズに、より効果的かつ効
率的に対応するため、公の施設の
管理に民間の能力等を活用し、住
民サービスの向上と経費の縮減が
見込まれる。

－

引き続き、指定管
理者制度の導入を
検討していく。

22年度取組実績（→）

①
指
定
管
理
者
制
度
の
効
果
的
な
導
入
と
活
用

【
導
入
検
討
施
設

】

116

引き続き指定管理者制度の導入を検討
していく。
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〔推進項目（2）効率的な公的施設の運営〕

しまだ楽習セン
ター

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

●市立図書館（島
田、金谷、川根）
●公民館（六合、
初倉、金谷）

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

目標効果額の算出根拠
効果額算出根拠又は

効果額が算出できない場合の効果26年度取組予定（　）

－

具
体
的

No. 個別項目／具体的取組／担当課等
上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

22年度取組予定(  ) 23年度取組予定(  ) 24年度取組予定（  ） 25年度取組予定（　）

23年度取組実績（　） 24年度取組実績（　） 25年度取組実績（　） 26年度取組実績（　）

図書館課
社会教育課

(図)平成19年度に
図書館協議会に諮
問、
教育委員会が導入
しないことを決定
(公)社会教育委員
会で検討、導入し
ないことが望まし
いとの意見集約に
より教育委員会が
導入しないことを
決定

①
指
定
管
理
者
制
度
の
効
果
的
な
導
入
と
活
用

【
導
入
し
な
い
施
設

】

22年度取組実績（　）

－

－

26年度取組予定（→）
目標効果額の算出根拠

継続検討
整合性を図った中で市民による自主運
営とするか指定管理者による運営とす
るか検討していく。

継続検討
現状の確認と将来像の検討。

公的施設については、廃止を含め、その必要性と維持管理などを十分検証し、真にやむを得ない施設の設置等に限り認めるものとする。また、公の施設については、現在直営で管理しているものも含め、管理のあり方について検証し、より良い市民サービスを経済的で効果的に提供する手法を積極
的に導入する。

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

しまだ楽習セン
ターと東海道金谷
宿大学の事業運営
の統合を図る。指
定管理者制度の導
入は継続検討す
る。

継続検討
市生涯学習大綱に基づく将来像に向け
た整合性を図り、運営形態を検討す
る。

23年度取組実績（→）

しまだ楽習センターと東海道金谷宿大
学の事業運営の統合を図る。指定管理
者制度の導入は継続検討する。

23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→）22年度取組予定(→)

24年度取組実績（→） 25年度取組実績（→）

－

継続検討
現状の確認と将来像の検討。外部評価
委員並びに講師及び受講生からの意見
聴取。

継続検討
現状の確認と将来像の検討。教育委員
との意見交換。

継続検討
現状の確認と将来像の検討。講座受講
料についての整合性を図った。

効果額は算出しない。
導入された場合には、多様化する
住民ニーズに、より効果的かつ効
率的に対応するため、公の施設の
管理に民間の能力等を活用し、住
民サービスの向上と経費の縮減が
見込まれる。

継続検討
市生涯学習大綱に基づく将来像に向け
た整合性を図り、運営形態を検討す
る。講座受講料についての整合を検討
する。

26年度取組実績（→）

継続検討
市生涯学習大綱に基づく将来像に向け
た整合性を図り、運営形態を検討す
る。

①
指
定
管
理
者
制
度
の
効
果
的
な
導
入
と
活
用

【
導
入
検
討
施
設

】

117

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

社会教育課

22年度取組実績（→）

しまだ楽習センターと東海道金谷宿大
学の事業運営の整合性を図ることにつ
いて検証した。
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〔推進項目（2）効率的な公的施設の運営〕

指定管理者の評価
制度の導入

削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円 削減見込額 － 円

効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円 効果見込額 － 円

削減見込額合計（円） －

効果見込額合計（円） －

削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額 － 円 削減額合計（円） －

効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額 － 円 効果額合計（円） －

公的施設については、廃止を含め、その必要性と維持管理などを十分検証し、真にやむを得ない施設の設置等に限り認めるものとする。また、公の施設については、現在直営で管理しているものも含め、管理のあり方について検証し、より良い市民サービスを経済的で効果的に提供する手法を積極
的に導入する。

具
体
的
事

No. 個別項目／具体的取組／担当課等

上段：予定、下段：実績　目標達成の状況／取組状況（◎･･･達成（取組完了）、○･･･達成（毎年度取組）、×･･･未達成、→･･･取組中、－･･･今後の取組）

②
指
定
管
理
者
制
度
の
評
価
制
度
の
導
入
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平成23年度の本格実施に向け、試行実
施する。

効果額算出根拠又は
効果額が算出できない場合の効果

12施設について、指定管理者、事業担
当課、内部評価者による評価を実施し
た。

評価者、評価項目、評価ランクの決定
方法等、実施方法について総合的に検
討したため、評価は実施しなかった。

効果額に算出しない。
指定管理者導入施設の管理・運営
の状況、実績などを評価すること
によって制度の適正な運用を図る
効果が見込まれる。

目標効果額の算出根拠
22年度取組予定(→) 23年度取組予定(→) 24年度取組予定（→） 25年度取組予定（→） 26年度取組予定（→）

－

評価制度を作成す
る。

22年度取組実績（◎） 23年度取組実績（→） 24年度取組実績（→） 25年度取組実績（→）

企画課

3施設において試行実施を行い、評価
マニュアルの改訂を行った。

12施設について、指定管理者、事業担
当課、内部評価者による評価を実施し
た。

引き続き、12施設の評価を実施する。 引き続き、12施設の評価を実施する。

評価者、評価項目、評価ランクの決定
等、評価方法について総合的に見直
し、指定管理者及び施設所管課の評価
は全施設で、内部評価者の評価は12施
設で実施する。

12施設の評価を実施する。

26年度取組実績（→）

指定管理者評価マニュアルについて総
合的に見直しを行った。指定管理者及
び施設所管課の評価は全施設で、内部
評価者の評価は12件（15施設）実施し
た。
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